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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

３ 提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利

益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

４ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員数である。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期及び平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用している。 

  

回次 第90期中 第91期中 第92期中 第90期 第91期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 141,352 145,761 169,778 300,249 320,427

経常利益 (百万円) 5,687 4,404 6,194 10,453 5,789

中間(当期)純利益 (百万円) 2,190 8,596 637 5,378 6,015

純資産額 (百万円) 81,444 97,158 95,172 91,814 97,446

総資産額 (百万円) 294,702 337,441 335,676 323,507 335,263

１株当たり純資産額 (円) 389.49 454.25 443.75 438.98 455.83

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 10.48 41.12 3.05 25.58 28.77

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.64 28.14 27.63 28.38 28.42

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 9,897 △5,774 3,850 26,716 10,580

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △11,326 △2,592 △10,143 △28,363 △10,761

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 584 10,911 1,319 5,387 5,799

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 8,567 13,772 11,680 11,697 16,346

従業員数 (人) 6,425(709) 6,965(696) 7,234(775) 6,618(598) 7,033(643)

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 114,032 119,582 119,464 236,910 244,158

経常利益 (百万円) 5,616 6,058 4,266 9,689 5,901

中間(当期)純損益 (百万円) 2,917 5,473 △1,086 4,070 2,986

資本金 (百万円) 23,974 23,974 23,974 23,974 23,974

発行済株式総数 (千株) 209,284 209,284 209,284 209,284 209,284

純資産額 (百万円) 86,241 93,342 86,706 92,962 92,405

総資産額 (百万円) 236,851 252,844 249,160 250,951 248,941
１株当たり配当額 (円) ― ― ― 9.00 9.00
自己資本比率 (％) 36.41 36.92 34.80 37.04 37.11
従業員数 (人) 3,132 3,229 3,164 3,147 3,254



２ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社50社及び関連会社20社で構成され、タイヤ事業（タイヤの製造販売）及びダイバー

テック他事業（産業・建築資材・輸送機器・その他の製造販売）を主として行っており、更に各事業に関連する設備

並びに金型の供給・保守、資金調達・運用及びその他のサービス等の事業活動を展開している。 

当社グループが営んでいる主な事業内容とその事業に係わる当社グループの位置付けは次のとおりである。なお、

これらの区分内容と事業の種類別セグメント情報における事業区分とは同一である。 

なお、従来の事業区分は、「タイヤ」、「化工品」、「自動車部品」、「その他」の４事業区分であったが当中間

連結会計期間より、「化工品」、「自動車部品」、「その他」の事業区分を非タイヤ事業として集約し「ダイバーテ

ック他」事業とすることで、２事業区分とした。 

  

（タイヤ） 

タイヤ事業においては、各種タイヤ(乗用車用、トラック・バス用、建設機械用、産業車両用)、タイヤ用チュー

ブ、フラップ、キャメルバック、アルミホイール、その他関連製品を製造及び販売している。 

  

[主な関係会社] 

（製造） 

Toyo Tire North America,Inc.、日本ジャイアントタイヤ㈱、トーヨーリトレッド㈱、 

正新橡膠(中国)有限公司 

（販売） 

㈱トーヨータイヤジャパン、Toyo Tire(U.S.A.)Corp.、Toyo Tyre and Rubber Australia Ltd.、Toyo Tire 

Europe GmbH 

  

（ダイバーテック他） 

ダイバーテック他事業においては、産業・建築資材、輸送機器、断熱・防水資材、その他資材（家具・インテリ

ア用軟質ウレタン、オフィス機器用部品等）を製造及び販売し、更に金融・保険代理業・不動産業等を行ってい

る。 

  

[主な関係会社] 

（製造） 

福島ゴム㈱、東洋ソフラン㈱、Toyo Tyre and Rubber Australia Ltd. 

Toyo Automotive Parts(USA),Inc. 

（販売） 

東洋ゴム化工品販売㈱ 

（その他） 

昌和不動産㈱、㈱エフ・ティー・ジー 

  

以上を事業系統図により示すと次のとおりである。 

  



(事業の系統図) 

  

 
  

注）1.※印は持分法適用会社であります。 

注）2.Toyo Tyre and Rubber Australia Ltd.は、タイヤの販売及び自動車部品の生産を行っております。 

  



３ 【関係会社の状況】 

(1)当中間連結会計期間における関係会社の異動は以下のとおりである。 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 議決権の所有割合の( )は、間接所有割合で内数である。 

３ ㈱トーヨータイヤジャパン及び東洋ソフラン㈱は特定子会社である。 

*４ 平成19年４月１日付けで、トーヨータイヤ関東販売㈱は、トーヨータイヤ関西販売㈱ほかタイヤ販売会社９社と合併

し、商号を㈱トーヨータイヤジャパンへ変更した。 

*５ 平成19年４月１日付けで、東洋ゴム工販西日本㈱は、東洋ゴム工販東日本㈱と合併し、商号を東洋ゴム化工品販売㈱へ

変更した。 

*６ 平成19年４月１日付けで、非連結子会社であったソフラン西日本化工㈱は、同じく非連結子会社であった九州ソフラン

化工㈱と合併し、重要性が増したため連結子会社となった。同時に商号をトーヨーソフランテック㈱へ変更した。 

*７ 平成19年７月１日付けで、㈱ソフランアールジーを東洋ソフラン㈱へ統合した。 

*８ 平成19年６月15日付けで、Nitto Tire Canada Inc.を設立、連結子会社となった。 

*９ 平成19年４月１日付けで、㈱ティ・ティ・コーポレーションを設立、持分法適用関連会社となった。 

  

(2)当中間連結会計期間(平成19年５月)において、トーヨーソフラン㈱を清算結了のため除外した。 

  

名称 住所 
資本金 
又は 
出資金 

主要な事業

の内容 

議決権の

所有割合

（％） 

関係内容 

役員の

兼任等 
資金

貸付 
営業上 
の取引 

設備の賃貸

(連結子会社） 
㈱トーヨータイヤ 
ジャパン *４ 

東京都千代田区 
440 

百万円 
タイヤ 100.0 あり ― 当社製品の販売 

営業所一部

土地・建物 

東洋ゴム化工品販売㈱ 
*５ 

東京都新宿区 
225 

百万円 
ダイバー

テック他 
100.0 あり ― 当社製品の販売 ― 

トーヨーソフラン 
テック㈱ *６ 

兵庫県加古郡 
稲美町 

40 
百万円 

ダイバー

テック他 
100.0 あり ―

当社製品の販売 
原材料の供給 

社屋一部

土地・建物 

東洋ソフラン㈱ *７ 
愛知県西加茂郡

三好町 
450 

百万円 
ダイバー

テック他 
100.0 あり ―

原材料の供給 
同社製品の仕入 

― 

Nitto Tire  
Canada Inc. *８ 

カナダ 
ブリティッシュ

コロンビア州 

1,000 
千CA$ 

タイヤ
100.0

(100.0)
あり ― 当社製品の販売 ― 

(持分法適用関連会社) 
㈱ティ・ティ・ 
コーポレーション *９ 

兵庫県加古郡 
稲美町 

180 
百万円 

ダイバー

テック他 
50.0 あり ― 原材料の供給 

社屋一部

土地・建物 

名称 住所 
資本金 
又は 
出資金 

主要な事業

の内容 

議決権の

所有割合

（％） 

関係内容 

役員の

兼任等 
資金

貸付 
営業上 
の取引 

設備の賃貸

トーヨーソフラン㈱ 神奈川県厚木市
450 

百万円 
ダイバー

テック他 
100.0 あり ― ― ― 



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものである。

３ （ ）内は、各セグメント・全社(共通)の臨時従業員数（外数）である。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループ(当社及び連結子会社)は円満な労使関係を保っており、特記すべき事項はない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

タイヤ 4,638（435） 

ダイバーテック他 2,360（322） 

全社（共通） 236 （18） 

合計 7,234（775） 

従業員数(人) 3,164 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における当社グループを取り巻く経営環境は、市場競争の激化、引き続く原材料価格の高

騰の影響など厳しい状況が続いたが、当連結会計年度が最終年度となる「中期経営計画'05」に基づき、目標達成

に向けて、積極的な経営戦略、事業構造改革、全社コスト革新活動を実施した。 

このような状況にあって当社グループ（当社、連結子会社及び持分適用会社）は、売上高は、1,697億78百万円

（前年同期比240億17百万円増、16.5％増）、営業利益は、70億86百万円（前年同期比11億55百万円増、19.5％

増）、経常利益は、61億94百万円（前年同期比17億90百万円増、40.6％増）となったが、この度の「硬質ウレタ

ン製断熱パネルの一部製品に関する防火認定の不正取得」問題に関する改修工事費用等の対策費用見積額40億35

百万円を特別損失として計上したことにより、中間純利益は、６億37百万円（前年同期比79億59百万円減、

92.6％減）となった。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

従来の事業区分は、「タイヤ」「化工品」「自動車部品」「その他」の４事業区分に分類していたが、当中間

連結会計期間より、「化工品」「自動車部品」「その他」の事業区分を非タイヤ事業として集約し「ダイバーテ

ック他」事業とすることで、２事業区分とした。また、前年同期比については、前中間連結会計期間の金額を当

中間連結会計期間の区分に合わせている。 

① タイヤ事業 

タイヤ事業の売上高は、1,200億48百万円（前年同期比230億56百万円増、23.8％増）で、全売上高の70.7％を

占めており、営業利益は、69億88百万円（前年同期比17億62百万円増、33.7％増 ）となった。 

販売部門別の状況をみると、国内新車用タイヤについては、国内自動車生産台数が前連結会計年度並みとなる

中、当社品装着車種減産の影響もあり、販売量は前年同期を下回ったが、売上高は高付加価値商品の販売増加に

より前年同期並みとなった。 

国内市販用タイヤについては、ミニバン専用タイヤ「ＴＲＡＮＰＡＴＨ（トランパス）」シリーズとして新た

にハイブリッドミニバン専用タイヤ「ＴＲＡＮＰＡＴＨ Ｎｅ（トランパス エヌイー）」を発売した。また、

トラック・バス用タイヤでは、新基盤技術 「ｅ－ｂａｌａｎｃｅ（イーバランス）」を搭載し、タイヤにとって

重要な基本性能を更に向上させた「Ｍ１６６ ＺＥＲＯＳＹＳ（エムイチロクロク ゼロシス）」と「Ｍ６６６

ＺＥＲＯＳＹＳ（エムロクロクロク ゼロシス）」を発売した。その結果、販売量、売上高ともに前年同期並み

となった。 

海外市場については、欧州市場では、これまで好評を得ていた乗用車用スノータイヤ「ＳＮＯＷＰＲＯＸ Ｓ９

４１（スノープロックス エスキュウヨンイチ）」の後継商品として「ＳＮＯＷＰＲＯＸ Ｓ９４２（スノープロ

ックス エスキュウヨンニ）」を発売した。米国市場では、「ＮＩＴＴＯ（ニットー）」ブランドの「ＧＲＡＰ

ＰＬＥＲ（グラップラー）」シリーズにＳＵＶ用タイヤ「ＤＵＲＡ ＧＲＡＰＰＬＥＲ ＨＴ（デュラ グラッ

プラー エイチティー）」が新たに加わった。また、モータースポーツ用高性能タイヤ「ＰＲＯＸＥＳ Ｒ１Ｒ

（プロクセス アールワンアール）」の販売を開始した。その結果、販売量は北米、欧州を中心に前年同期を上

回り、為替が円安で推移したこともあり、売上高は前年同期を上回った。 

  



② ダイバーテック他事業 

ダイバーテック他事業の売上高は、497億29百万円（前年同期比９億61百万円増、2.0％増）で、全売上高の

29.3％を占めており、営業利益は、90百万円（前年同期比６億18百万円減、87.3％減 ）となった。 

主要商品別の状況をみると、建築基準法改正に伴う工事物件の着工遅れもあり、産業・建築資材分野での基礎

免震積層ゴムや断熱・防水資材分野でのウレタン商品の売上高が大きく減少した。 

一方、輸送機器分野での鉄道車両用防振ゴム・空気バネは受注が好調に推移し、売上高は前年同期を上回っ

た。また、自動車部品については、主力の防振ゴムが、国内・海外共に堅調な受注に支えられ、売上高は前年同

期を上回った。 

しかしながら、原材料価格の高騰や工場合理化の遅れにより、営業利益は前年同期に比べ大幅に減少した。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

① 日本 

日本においては、主にタイヤ事業に関して、新車用と市販用の増加により、売上高は、868億84百万円（前年同

期比24億92百万円増、3.0％増）となったが、国内・欧州における一部商流の変更や出荷価格改定の影響などによ

り、営業利益は、39億36百万円（前年同期比14億33百万円減、26.7％減）となった。 

  

② 北米 

北米においては、北米タイヤ生産拠点「Toyo Tire North America,Inc.」の本格稼動とそれに伴う販売の順調

な拡大、また自動車用防振ゴム生産拠点の受注増加などにより、売上高は、569億44百万円（前年同期比112億90

百万円増、24.7％増）、営業利益は、21億89百万円（前年同期比16億49百万円増、305.1％増）となった。 

  

③ その他 

その他地域においては、欧州タイヤ事業における一部商流の変更やイタリアの現地販売代理店の子会社化、ま

たタイヤ・ダイバーテック他両事業の豪州・中国における販売・生産好調などにより、売上高は、259億49百万円

（前年同期比102億36百万円増、65.1％増）、営業利益は、９億66百万円（前年同期は営業損失12百万円）となっ

た。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動による増加が38億50百万円となり、投資活動に

よる減少が101億43百万円となったため、純現金収支（フリーキャッシュ・フロー）は62億93百万円のマイナスと

なった。財務活動においては13億19百万円の増加となった。以上の結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金

同等物は、これら収支に為替換算差額等の増加額を合わせ116億80百万円となり、前連結会計年度末と比べて46億

66百万円減少した。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加や棚卸資産の増加、仕入債務の減少などの減少要因が

あったものの、減価償却費や税金等調整前中間純利益などの増加要因により、38億50百万円の収入（前年同期は

57億74百万円の支出）となった。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資に伴う有形固定資産の取得による支出などの減少要因によ

り、101億43百万円の支出（前年同期比75億51百万円増）となった。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローにおいては、長期借入金の返済や配当金の支払いなどがあったものの、長

期借入による調達及び短期借入金の増加により、13億19百万円の収入（前年同期比95億92百万円減）となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連結会計期間

分を変更後の区分に組替えて、行っている。 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは製品の性質上、原則として需要見込生産方式を採っている。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産金額(百万円) 前年同期比(％) 

タイヤ 90,770 6.7 

ダイバーテック他 37,177 3.0 

合計 127,947 5.6 

事業の種類別セグメントの名称 販売金額(百万円) 前年同期比(％) 

タイヤ 120,048 23.8 

ダイバーテック他 49,729 2.0 

合計 169,778 16.5 



３ 【対処すべき課題】 

（1）今回の不祥事に関する対応 

この度の「硬質ウレタン製断熱パネルの一部製品に関する国土交通大臣防火認定不正取得」問題により、ステーク

ホルダーの皆様の信頼を大きく損なうこととなりました。当社といたしましては、「お客様を最優先」に、納入施工

済みの対象物件に対する改修活動を誠実かつ迅速に取り組み、今回の不祥事の早期解決を図ります。 

これまで、当社は社会との関わりにおいて、「企業の社会的責任（ＣＳＲ）、危機管理、品質経営、環境経営は経

営の前提条件であり、競争への参加資格である」ことを経営の基本方針としてまいりました。それにもかかわらず、

今回このような事態に至った原因は、関係者のコンプライアンス意識が希薄であったことと、内部監査機能を含め

て、統制すべき機能が十分に働かなかったことであったと認識しております。 

これらの原因と反省を踏まえた再発防止策として、品質監査体制の見直しを含む内部統制の強化を進めてまいりま

す。具体的には、「品質監査室」を社長の直轄組織として新たに設置し、品質監査機能の強化に取り組んでまいりま

す。また、全社員のコンプライアンス意識の浸透を徹底するため、社内研修会を繰り返し実施し、当社グループの企

業行動憲章「東洋ゴムグループ行動憲章」と個人行動規範「私たちの５つの約束」の周知徹底を図ってまいります。

  

（2）当面の対処すべき課題 

今後、当社グループは、「人と社会に求められる企業」をめざして 

  ① 環境問題への積極的な取り組み 

  ② コーポレートガバナンスの確立 

  ③ 会社法・金融商品取引法に基づく内部統制システムの強化・刷新 

  ④ リスク管理体制・コンプライアンス体制の強化 

  ⑤ 安全性を最優先に考えた「ものづくり」の実践及び現場力の強化 

  ⑥ 安全な職場の維持・従業員満足の追及及び地域社会への貢献 

などを課題とし、組織体質の健全化をめざした取り組みを進めてまいります。 

  

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

  

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

  

  

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、長期ビジョンに基づき、基本戦略を次世代への挑戦とし、タイヤ・振動制御・断

熱技術を核とした基本技術の深耕と強化を図り、世界的先端技術を生み出す技術開発に鋭意努力している。商品開発

においては、二酸化炭素排出量削減など環境に配慮しつつ、先進的なシミュレーション技術を駆使した商品開発を推

進し、新技術・新工法・新材料に基づいてグローバルな市場ニーズに適応した新商品開発を積極的に進めている。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は48億４百万円である。うち、技術開発センターで行ってい

る各事業部門に配分できない基礎研究の費用は４億５百万円である。 

  

事業の種類別セグメントの研究開発活動は次のとおりである。 

(1) タイヤ事業 

環境に配慮しながら安全性・快適性・経済性を高度に調和させる要素技術開発を積極的に進めると共に、最先端の

ＩＴ環境を備えたテクニカルセンターにおいて、より高度で効率的な研究開発活動を目指し、タイヤ挙動とクルマの

挙動の解析を結び付けたタイヤ設計基盤技術及びタイヤ騒音や摩耗性能のシミュレーション技術開発により、独自性

ある商品開発を推し進めている。 

また、テクニカルセンターの敷地に「生産技術工房」を建設し、工法に関わる要素技術開発、生産技術の改善を推

し進めている。これらの技術基盤により新しいジャンルに積極的に挑戦し、特に、ＵＳＡ市場では顧客満足度調査機

関や雑誌において高い評価を得ていることを受け、現地に高品質かつ省スペース、多品種少量生産、自動化を特長と

する当社独自の新工法を導入した最新鋭工場を拡充している。 

平成19年度の商品として、乗用車系では国内向けにパワー、レスポンスと低燃費を両立させたＥＣＯ ＳＰＯＲＴ

Ｓタイヤ「ＴＲＡＮＰＡＴＨ Ｎｅ」、都市走行を追求した全天候型スタッドレスタイヤ「ＧＡＲＩＴ ＰＸ」、１Ｂ

ｏｘ Ｖａｎ用荷重対応インチアップタイヤ「ＴＯＹＯ Ｈ２０」を開発した。海外向けには、欧州向けに、乗用車用

ウインタータイヤ「ＳＮＯＷＰＲＯＸ Ｓ９４２」を開発し、北米向けに、摩耗性とＷＥＴ性能を両立させたプレミ

アムオールシーズンタイヤ「ＶＥＲＳＡＤＯ」、アイス性能を改良したスタッドレスタイヤ「ＮＩＴＴＯ ＳＮ

２」、ハイウエイ用テレインタイヤ「ＯＰＥＮ ＣＯＵＮＴＲＹ Ｈ／Ｔ」、ＳＵＶ用ウインタータイヤ「ＯＰＥＮ

ＣＯＵＮＴＲＹ Ｉ／Ｔ」を開発した。 

更に、乗用車用ランフラットタイヤについては、ＴＯＹＯ独自のダブルビード構造を採用したセルフサポートタイ

ヤ「ＳＮＯＷＰＲＯＸ Ｓ９５２ ＴＲＦ」を開発し、海外補修用として販売を開始した。 

トラック＆バス用タイヤでは、国内向けには、トラック・バス用低燃費タイヤ「Ｍ１６６ ＺＥＲＯＳＹＳ］と「Ｍ

６６６ ＺＥＲＯＳＹＳ］にタイヤ新基盤技術「ｅ-ｂａｌａｎｃｅ」を搭載した。海外向けには、欧州向けに、偏平

７０シリーズタイヤ「Ｍ６３２」を開発し、北米向けに、前輪の摩耗性を大幅改良したプレミアムリブタイヤ「Ｍ１

３７」を開発した。 

  

当事業に係る研究開発費は、28億89百万円である。 

  



(2)ダイバーテック他事業 

〔輸送機器〕 

自動車用防振ゴムは、平成18年度に操業を開始した中国・広州の防振ゴム製造工場（TOYO AUTOMOTIVE PARTS 

（Guangzhou）.INC）では生産を順調に伸ばしており、原材料の現地調達化も進んできた。カーメーカーの品質、販売

の目玉になる車種のエンジンマウントなど主要な部品を多く受注し、順調に立ち上げることにより客先からの良い評

価を得ている。先行技術開発において、最適接地サスペンションシステムとして、車両の乗心地と操縦安定性を高次

元で向上させるＬＦ－ＢＵＳＨの開発や、車室内にボディーを振動させることにより騒音とは逆位相の音を発生さ

せ、音の波を打ち消し合い、騒音を低減する電磁式アクチュエーター制御システムを開発し、平成19年東京モーター

ショーに出展した。今後、本技術を応用した製品の開発を行い、市場展開をめざす。環境問題に対しては、鉛フリ

ー、６価クロムフリーの製品開発を実施してきたが、現在はＶＯＣ（揮発性有機化合物）を製造工程、製品から削減

するため新たな素材への切り替えを始めている。また、車の燃費向上のため構成部品の軽量化が必須であるが、アル

ミや樹脂材料の採用あるいは構造のコンパクト化により軽量化推進に取組んでいる。また、鉄道車両用空気バネにお

いては、ＥＵ向け仕様の開発が完了し、納入を開始した。今後は技術の横展開を図り、更なる拡販を図っていく。 

〔産業・建築資材〕 

建築用免震積層ゴムにおいては、市場需要の増加傾向は変わらず、顧客要求に対応すべく新構造のラインナップを

拡充した。また、伸張著しい建設機械関連防振ゴム分野においても、社内技術の融合効果を発現すべく新規構造のマ

ウントを提案して新商品化を進めている。 

〔防水資材〕 

短期集中豪雨による都市型水害や少雨による渇水に対応する開発新商品「トーヨー雨水貯留浸透システム（ＴＵＴ

Ｔ）」をすでに発売しているが、今後の貯留槽の大型化に対応した新商品開発を推進している。 

〔その他資材〕 

ＯＡ機器事業のクリーニングブレードは、ＯＡ機器メーカーの中国生産化に対応し、中国における一貫生産ラインの

さらなる拡大をめざす。半導電性ゴム転写ベルトでは、生産性の大幅な向上を達成し収益性改善に寄与した。ＩＴ分

野の商品である半導体ウエハーの研磨パッドにおいては事業開始後３年を経過した。国内では新たに新規顧客を獲得

し売上を順調に伸ばした。アジア地域では中国、台湾、韓国などで採用に向けた評価が最終段階に差し掛かってい

る。家具・インテリア用軟質ウレタンにおいては、従来から続けている生活環境の快適性追求をさらに進化させた。

これまでの低反発フォームから“高触感フォーム”へ開発の中心をシフトしている。”高触感フォーム“は硬さに温

度依存性がなく、通気性が非常に優れ、かつ吸放湿性のある人にやさしい素材であり、現在その商品展開を図ってい

る。すでに寝具・家具分野での採用がはじまり好評を得ている。  

  

当事業に係る研究開発費は、15億９百万円である。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 209,284,712 同左

大阪証券取引所
(市場第一部) 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 209,284,712 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 

（百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

― 209,284 ― 23,974 ― 21,997



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。 

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式のうち、7,042千株は東洋紡績株式会社が所有していた当社株式

を住友信託銀行株式会社に退職給付信託として拠出したものが、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託さ

れたもので、その議決権行使の指図権は東洋紡績株式会社に留保されている。 

３ スパークス・アセット・マネジメント株式会社及びその共同保有者である SPARX International (Hong Kong) Limited 
から平成19年６月11日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成19年６月５日現在で以下の株式を保有
している旨の報告を受けているが、当社としては当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができていないの
で、上記大株主の状況には含めていない。 
なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

エイチエスビーシーファンド 
サービシィズスパークスアセット 
マネジメントコーポレイテッド 
（常任代理人 香港上海銀行東京 
支店） 

1 QUEEN’S ROAD CENTRAL HONG KONG
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

25,762 12.30 

エイチエスビーシーファンド 
サービシィズスパークスアセット 
マネジメントリミテッドユーエス 
クライアント 
（常任代理人 香港上海銀行東京 
支店） 

C/O SPARX INVESTMENT+RESEARCH, USA, 
INC. 360 MADISON AVENUE, 22ND FLOOR 
NEW YORK, NEW YORK 10017 USA 
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

23,847 11.39 

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 18,088 8.64 

トヨタ自動車株式会社 豊田市トヨタ町１番地 9,549 4.56 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 9,410 4.49 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 6,349 3.03 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 6,299 3.00 

資産管理サービス信託銀行株式 
会社 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 4,714 2.25 

横浜ゴム株式会社 東京都港区新橋５丁目36番11号 4,000 1.91 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 3,123 1.49 

計 ― 111,143 53.10

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 18,088千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 6,299

資産管理サービス信託銀行株式会社 4,714

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

スパークス・アセット・マネジ 
メント株式会社 

東京都品川区大崎１丁目11番２号 1,251 0.60

SPARX International (Hong Kong) 
Limited 

6th Floor, ICBC Tower, 3 Garden 
Road, Central, Hong Kong 

51,275 24.50



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式  259,000
(相互保有株式) 
普通株式    99,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式208,088,000 208,088 同上 

単元未満株式 普通株式  838,712 ― 同上 

発行済株式総数 209,284,712 ― ― 

総株主の議決権 ― 208,088 ― 

自己株式   209株

保有株式 ㈱エーゼーゴム洋行 123株

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
東洋ゴム工業株式会社 

大阪市西区江戸堀 
１－17－18 

259,000 ― 259,000 0.12

(相互保有株式) 
株式会社エーゼーゴム洋行 

大阪市中央区南船場 
３－３－10 

89,000 ― 89,000 0.04

浩洋ゴム株式会社 
神戸市長田区菅原通 
７―４―１ 

10,000 ― 10,000 0.00

計 ― 358,000 ― 358,000 0.17

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 531 559 645 657 637 683

最低(円) 476 483 557 543 500 572



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は次のとおりである。 

 役職の異動 

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

監査役（常勤） 監査役 前 田 一 成 平成19年８月23日 

監査役（常勤） 監査役 細 井 泰 孝 平成19年８月23日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間

監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

現金及び預金    13,776 11,685   16,350 

受取手形及び売掛金 注５  55,973 57,348   54,089 

棚卸資産    46,064 50,474   45,803 

繰延税金資産    5,719 3,543   2,745 

その他    25,805 23,236   24,175 

貸倒引当金    △528 △525   △527 

流動資産合計    146,811 43.5 145,763 43.4   142,636 42.5

Ⅱ 固定資産          

有形固定資産 注1,2        

建物及び構築物   39,539   39,774 39,877   

機械装置及び運搬具   46,509   46,354 46,099   

工具器具及び備品   10,483   10,929 11,165   

土地   21,622   21,916 21,866   

建設仮勘定   6,399 124,554 2,332 121,307 2,878 121,888 

無形固定資産    2,297 2,872  3,100 

投資その他の資産          

投資有価証券 注２ 50,883   49,892 53,470   

長期貸付金   936   859 918   

繰延税金資産   1,948   2,403 2,342   

その他   10,688   12,969 11,347   

貸倒引当金   △698 63,758 △396 65,728 △451 67,628 

固定資産合計    190,610 56.5 189,907 56.6   192,617 57.5

Ⅲ 繰延資産    19 0.0 4 0.0   9 0.0

資産合計    337,441 100.0 335,676 100.0   335,263 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

支払手形及び買掛金 注５  75,529 71,552   72,537 

短期借入金 注２  41,629 46,093   41,983 

一年内償還予定社債    ― 10,000   5,000 

未払金    21,266 19,723   24,767 

未払法人税等    4,017 845   506 

その他    10,233 10,196   10,897 

流動負債合計    152,676 45.2 158,411 47.2   155,692 46.4

Ⅱ 固定負債          

社債    28,000 18,000   23,000 

長期借入金 注２  32,657 31,722   29,130 

退職給付引当金    15,160 14,251   14,422 

役員退職慰労引当金    100 53   103 

環境対策引当金    ― 839   872 

製品補償引当金    ― 4,035   ― 

繰延税金負債    11,491 13,067   14,395 

その他    196 122   200 

固定負債合計    87,605 26.0 82,092 24.4   82,124 24.5

負債合計    240,282 71.2 240,503 71.6   237,817 70.9

           

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

資本金    23,974 23,974   23,974 

資本剰余金    21,997 21,998   21,997 

利益剰余金    29,227 25,452   26,645 

自己株式    △65 △93   △77 

株主資本合計    75,133 22.3 71,332 21.3   72,540 21.7

Ⅱ 評価・換算差額等          

その他有価証券 
評価差額金    21,242 19,969   22,712 

繰延ヘッジ損益    △124 △15   △18 

債権流動化に係る 
評価差額 注４  △153 △42   △9 

為替換算調整勘定    △1,126 1,512   68 

評価・換算差額等合計    19,837 5.9 21,423 6.4   22,752 6.8

Ⅲ 少数株主持分    2,187 0.6 2,416 0.7   2,153 0.6

純資産合計    97,158 28.8 95,172 28.4   97,446 29.1

負債及び純資産合計    337,441 100.0 335,676 100.0   335,263 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間 

(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    145,761 100.0 169,778 100.0   320,427 100.0

Ⅱ 売上原価    102,714 70.5 121,368 71.5   233,471 72.9

売上総利益    43,046 29.5 48,409 28.5   86,956 27.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 注１  37,115 25.4 41,322 24.3   77,586 24.2

営業利益    5,931 4.1 7,086 4.2   9,369 2.9

Ⅳ 営業外収益          

受取利息   44   76 156   

受取配当金   360   420 654   

持分法による投資利益   178   890 431   

その他   687 1,271 0.8 539 1,927 1.1 1,174 2,417 0.8

Ⅴ 営業外費用          

支払利息   1,105   1,554 2,639   

為替差損   418   486 937   

債権流動化費用   542   407 1,223   

その他   730 2,797 1.9 371 2,820 1.7 1,196 5,997 1.9

 経常利益    4,404 3.0 6,194 3.6   5,789 1.8

Ⅵ 特別利益          

固定資産売却益 注２ 195   436 635   

事業売却益 注３ 9,201   ― 9,201   

国庫補助金収入   ― 9,397 6.4 ― 436 0.3 334 10,172 3.2

Ⅶ 特別損失          

固定資産除却損   534   817 1,280   

退職給付費用   ―   258 ―   

リース解約損   ―   208 442   

投資有価証券評価損   ―   159 ―   

製品補償引当金繰入額 注４ ―   4,035 ―   

減損損失 注５ 81   ― 605   

訴訟関連損失   ―   ― 395   

製品補償費用 注６ ―   ― 317   

環境対策費用 注７ ― 615 0.4 ― 5,477 3.2 885 3,927 1.2

税金等調整前 
中間(当期)純利益    13,187 9.0 1,152 0.7   12,034 3.8

法人税、住民税 
及び事業税 注８ 4,615   452 335   

法人税等調整額   ― 4,615 3.1 ― 452 0.3 5,632 5,967 1.9

少数株主利益 
又は少数株主損失(△)    △25 △0.0 63 0.0   51 0.0

中間(当期)純利益    8,596 5.9 637 0.4   6,015 1.9

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,974 21,997 22,541 △57 68,456 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △1,881   △1,881 

 役員賞与（注）     △29   △29 

 中間純利益     8,596   8,596 

 自己株式の取得       △8 △8 

 自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 6,685 △8 6,677 

平成18年９月30日残高(百万円) 23,974 21,997 29,227 △65 75,133 

項目 

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

債権流動化
に係る 
評価差額 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 24,311   △48 △904 23,358 2,239 94,054 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当（注）             △1,881 

 役員賞与（注）             △29 

 中間純利益             8,596 

 自己株式の取得             △8 

 自己株式の処分             0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △3,068 △124 △105 △221 △3,520 △52 △3,572 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △3,068 △124 △105 △221 △3,520 △52 3,104 

平成18年９月30日残高(百万円) 21,242 △124 △153 △1,126 19,837 2,187 97,158 



当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

  

  

  

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 23,974 21,997 26,645 △77 72,540 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △1,881   △1,881 

 中間純利益     637   637 

 自己株式の取得       △16 △16 

 自己株式の処分   0   0 1 

新規連結による利益剰余金 
増加高     51   51 

株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 △1,192 △16 △1,208 

平成19年９月30日残高(百万円) 23,974 21,998 25,452 △93 71,332 

項目 

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

債権流動化
に係る 

評価差額 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 22,712 △18 △9 68 22,752 2,153 97,446 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当             △1,881 

 中間純利益             637 

 自己株式の取得             △16 

 自己株式の処分             1 

新規連結による利益剰余金 
増加高             51 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △2,743 2 △32 1,444 △1,328 262 △1,066 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △2,743 2 △32 1,444 △1,328 262 △2,274 

平成19年９月30日残高(百万円) 19,969 △15 △42 1,512 21,423 2,416 95,172 



前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,974 21,997 22,541 △57 68,456 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △1,881   △1,881 

 役員賞与（注）     △29   △29 

 当期純利益     6,015   6,015 

 自己株式の取得       △20 △20 

 自己株式の処分   0   0 1 

株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― 0 4,103 △19 4,084 

平成19年３月31日残高(百万円) 23,974 21,997 26,645 △77 72,540 

項目 

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

債権流動化
に係る 

評価差額 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 24,311 ― △48 △904 23,358 2,239 94,054 

連結会計年度中の変動額               

 剰余金の配当（注）             △1,881 

 役員賞与（注）             △29 

 当期純利益             6,015 

 自己株式の取得             △20 

 自己株式の処分             1 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額) △1,598 △18 38 972 △606 △86 △692 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △1,598 △18 38 972 △606 △86 3,392 

平成19年３月31日残高(百万円) 22,712 △18 △9 68 22,752 2,153 97,446 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで)

当中間連結会計期間 

(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで)

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 13,187 1,152 12,034

減価償却費  8,351 9,297 17,881

減損損失  81 ― 605

持分法による投資利益  △178 △890 △431

外貨換算による 
為替差損益(差益△) 

 373 485 1,123

退職給付引当金の減少額  △879 △228 △1,648

製品補償引当金の増加額  ― 4,035 ―

受取利息及び配当金  △405 △496 △811

支払利息  1,105 1,554 2,639

固定資産売却益  △195 △436 △635

固定資産除却損  534 817 1,280

投資有価証券売却益  △127 ― △223

    投資有価証券評価損  ― 159 ―

事業売却益  △9,201 ― △9,201

売上債権の増減額(増加△)  △9,151 △1,943 △5,309

売上債権流動化に係る 
預け金の増減額(増加△) 

 △5,691 △1,163 △998

棚卸資産の増減額(増加△)  △11,873 △3,267 △10,280

仕入債務の増減額(減少△)  7,538 △2,618 2,700

その他営業活動による 
増減額 

 2,732 △1,230 7,036

小計  △3,800 5,226 15,760

利息及び配当金の受取額  599 469 784

利息の支払額  △1,081 △1,884 △2,757

法人税等の支払額  △1,492 39 △3,206

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △5,774 3,850 10,580



  

  

   
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで)

当中間連結会計期間 

(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで)

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得による 
支出 

注２ △17,775 △9,004 △29,306

有形固定資産の売却による 
収入 

 5,031 473 5,493

セール・アンド・リース 
バック取引による収入 

注２ 5,599 ― 10,316

無形固定資産の取得による 
支出 

 △165 △427 △527

無形固定資産の売却による 
収入 

 130 ― 131

投資有価証券の取得による 
支出 

 △209 △1,074 △238

投資有価証券の 
売却・償還による収入 

 150 0 274

関係会社株式の取得による 
支出 

 ― △90 ―

関係会社出資金の 
取得による支出 

 ― ― △297

連結範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得 

注３ ― ― △1,067

連結範囲の変更を伴う 
子会社株式の売却 

 4,556 ― 4,556

少数株主持分の買取  ― ― △243

その他投資活動による 
増減額 

 91 △20 147

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,592 △10,143 △10,761

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増加額  14,527 1,657 15,494

長期借入れによる調達  3,201 7,096 4,451

長期借入金の返済による 
支出 

 △4,874 △5,518 △12,189

配当金の支払額  △1,883 △1,881 △1,885

少数株主への配当金の 
支払額 

 △51 △18 △51

その他財務活動による 
増減額 

 △8 △16 △19

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 10,911 1,319 5,799

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △469 237 △968

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  2,074 △4,736 4,648

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  11,697 16,346 11,697

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物増加額 

 ― 70 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物 
中間期末(期末)残高 

注１ 13,772 11,680 16,346

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

１ 連結の範囲

に関する事

項 

  主要な連結子会社名 

  Toyo Tire(U.S.A)Corp. 

  東洋ソフラン㈱ 

  トーヨータイヤ関西販売

㈱ 

なお、㈱アイシティにつ

いては、平成18年６月に

保有株式を売却したこと

により連結範囲から除外

している。 

平成18年４月に中部ソフ

ラン㈱は東洋ソフラン㈱

に商号変更している。 

(1) 連結子会社の数 44社

  主要な連結子会社名 

  Toyo Tire(U.S.A)Corp. 

  東洋ソフラン㈱ 

  ㈱トーヨータイヤジャパ

ン 

トーヨータイヤ関西販売

㈱ほかタイヤ販売会社９

社については、平成19年

４月にトーヨータイヤ関

東販売㈱と合併したこと

により連結範囲から除外

している。なお、トーヨ

ータイヤ関東販売㈱は㈱

トーヨータイヤジャパン

に商号変更している。 

東洋ゴム工販東日本㈱に

ついては、平成19年４月

に東洋ゴム工販西日本㈱

と合併したことにより連

結範囲から除外してい

る。なお、東洋ゴム工販

西日本㈱は東洋ゴム化工

品販売㈱に商号変更して

いる。 

トーヨーソフラン㈱につ

いては、平成19年５月に

清算結了したことにより

連結範囲から除外してい

る。 

㈱ソフランアールジーに

ついては、平成19年７月

に東洋ソフラン㈱と合併

したことにより連結範囲

から除外している。 

平成19年４月に従来非連

結子会社であったソフラ

ン西日本化工㈱及び九州

ソフラン化工㈱は、合併

したことにより重要性が

増したため、当中間連結

会計期間から連結の範囲

に含めることとした。な

お、存続会社であるソフ

ラン西日本化工㈱は、ト

ーヨーソフランテック㈱

に商号変更している。 

Nitto Tire Canada Inc. 

については、平成19年６

月に新たに設立したこと

により、当中間連結会計

期間から連結の範囲に含

めることとした。 

(1) 連結子会社の数 35社

  連結子会社名は、「第１ 

企業の概況 ４ 関係会

社の状況」に記載してい

るため、省略した。 

なお、㈱アイシティにつ

いては、平成18年６月に

保有株式を売却したこと

により連結範囲から除外

している。 

平成18年４月に中部ソフ

ラン㈱は東洋ソフラン㈱

に商号変更している。 

また、Toyo Tire Italia 

S.p.Aについては、平成

18年11月に新たに株式を

取得したことにより、当

連結会計年度から連結の

範囲に含めることとし

た。 

(1) 連結子会社の数 45社



  

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

  (2) 主要な非連結子会社の名

称等 

  主要な非連結子会社 

  日東タイヤ販売㈱ 

  ソフラン西日本化工㈱ 

(2) 主要な非連結子会社の名

称等 

  主要な非連結子会社 

  日東タイヤ販売㈱ 

  関西ソフラン化工㈱ 

(2) 主要な非連結子会社の名

称等 

  主要な非連結子会社 

  日東タイヤ販売㈱ 

  ソフラン西日本化工㈱ 

  (連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社はその総資産合

計、売上高合計、中間純損益

合計及び利益剰余金等(持分

に見合う額)のいずれもが小

規模であり、重要性に乏しい

ので連結範囲から除外してい

る。 

(連結の範囲から除いた理由) 

同左 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社はその総資産合

計、売上高合計、当期純損益

合計及び利益剰余金等(持分

に見合う額)のいずれもが小

規模であり、重要性に乏しい

ので連結範囲から除外してい

る。 

２ 持分法の適

用に関する

事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

６社 

  主要な会社名 

  日本ジャイアントタイヤ

㈱ 

  正新橡膠(中国)有限公司 

(1) 持分法適用の関連会社数 

７社 

  主要な会社名 

  日本ジャイアントタイヤ

㈱ 

  正新橡膠(中国)有限公司 

なお、㈱ティ・ティ・

コーポレーションについ

ては、平成19年４月に新

たに合弁設立したことに

より、当中間連結会計期

間から持分法を適用する

こととした。 

(1) 持分法適用の関連会社数 

６社 

  主要な会社等の名称 

  日本ジャイアントタイヤ

㈱ 

  正新橡膠(中国)有限公司 

  (2) 持分法を適用していない

非連結子会社(日東タイ

ヤ販売㈱ほか)及び関連

会社(南九州トーヨータ

イヤ㈱ほか)は、いずれ

も中間純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽

微であり、全体として重

要性がないため持分法を

適用していない。 

(2)     同左 (2) 持分法を適用していない

非連結子会社(日東タイ

ヤ販売㈱ほか)及び関連

会社(南九州トーヨータ

イヤ㈱ほか)は、いずれ

も当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽

微であり、全体として重

要性がないため持分法を

適用していない。 

  (3) 持分法適用会社のうち、

中間決算日が中間連結決

算日と異なる会社につい

ては、各社の中間会計期

間に係る中間財務諸表を

使用している。 

(3)     同左 (3) 持分法適用会社のうち、

決算日が連結決算日と異

なる会社については、各

社の事業年度に係る財務

諸表を使用している。 



  

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

３ 連結子会社

の中間決算

日(決算日)

等に関する

事項 

連結子会社のうち、以下の15

社の中間決算日は６月30日で

ある。 

Toyo Tire Benelux B.V. 

Toyo Rubber (Malaysia)  

SDN.BHD. 

Toyo Automotive Parts  

(USA), Inc. 

東洋輪胎(上海)貿易有限公司 

NT Mexico SRL de CV 

東洋護謨化工(香港)有限公司 

Toyo Tire North America,  

Inc. 

東洋橡塑（広州）有限公司 

Toyo Tire (USA) Corp. 

Toyo Tyre & Rubber  

Australia Limited. 

Toyo Tire Canada Inc. 

Toyo Tire Europe GmbH 

Toyo Tire International  

Inc. 

Nitto Tire North America,  

Inc. 

Toyo Tyre (UK) Ltd. 

中間連結財務諸表作成にあた

っては同日現在の中間財務諸

表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整

を行っている。 

連結子会社のうち、以下の17

社の中間決算日は６月30日で

ある。 

Toyo Tire Benelux B.V. 

Toyo Rubber (Malaysia)  

SDN.BHD. 

Toyo Automotive Parts  

(USA), Inc. 

東洋輪胎(上海)貿易有限公司 

NT Mexico SRL de CV 

東洋護謨化工(香港)有限公司 

Toyo Tire North America,  

Inc. 

東洋橡塑（広州）有限公司 

Toyo Tire (USA) Corp. 

Toyo Tyre & Rubber  

Australia Limited. 

Toyo Tire Canada Inc. 

Toyo Tire Europe GmbH 

Toyo Tire International  

Inc. 

Nitto Tire North America,  

Inc. 

Toyo Tyre (UK) Ltd. 

Toyo Tire Italia S.p.A 

Nitto Tire Canada Inc. 

中間連結財務諸表作成にあた

っては同日現在の中間財務諸

表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整

を行っている。 

連結子会社のうち、以下の16

社の決算日は12月31日であ

る。 

Toyo Tire Benelux B.V. 

Toyo Rubber (Malaysia)  

SDN.BHD. 

Toyo Automotive Parts  

(USA), Inc. 

東洋輪胎(上海)貿易有限公司 

NT Mexico SRL de CV 

東洋護謨化工(香港)有限公司 

Toyo Tire North America,  

Inc. 

東洋橡塑（広州）有限公司 

Toyo Tire (USA) Corp. 

Toyo Tyre & Rubber  

Australia Limited. 

Toyo Tire Canada Inc. 

Toyo Tire Europe GmbH 

Toyo Tire International  

Inc. 

Nitto Tire North America,  

Inc. 

Toyo Tyre (UK) Ltd. 

Toyo Tire Italia S.p.A 

連結財務諸表作成にあたって

は同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連

結上必要な調整を行ってい

る。 

４ 会計処理基

準に関する

事項 

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は主として移動平均法に

より算定している。) 

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

 ①有価証券 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主

として移動平均法により

算定している。) 

    時価のないもの 

  …移動平均法による原価

法 

  

  

  

  時価のないもの 

  …移動平均法による原価

法 

   ②デリバティブ 

  …時価法 

 ②デリバティブ 

同左 

 ②デリバティブ 

同左 



  

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

   ③棚卸資産 

  …主として総平均法によ

る原価法 

 ③棚卸資産 

同左 

 ③棚卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

 ①有形固定資産 

建物 

  …定額法 

  その他の有形固定資産 

  …主として定率法 

   (ただし工具器具及び

備品については主とし

て定額法)  

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりである。 

建物及び構築物 

３～50年 

  機械装置及び運搬具 

２～17年 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

 ①有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社で

は、法人税法の改正((所得

税法等の一部を改正する法

律 平成19年３月30日 法

律第６号)及び(法人税法施

行令の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政令第

83号))に伴い、当中間連結

会計期間から、平成19年４

月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人

税法に基づく方法に変更し

ている。 

これに伴い、従来の方法に

よった場合と比べ、営業利

益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益が92百万円

それぞれ減少している。セ

グメント情報に与える影響

については、当該箇所に記

載している。 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

 ①有形固定資産 

同左 



  

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

    

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

②無形固定資産 

  定額法 

（追加情報） 

当社及び国内連結子会社で

は、当中間連結会計期間か

ら、平成19年３月31日以前

に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によ

っている。 

当該変更に伴い、従来の方

法によった場合と比べ、営

業利益が592百万円、経常

利益及び税金等調整前中間

純利益が595百万円それぞ

れ減少している。セグメン

ト情報に与える影響につい

ては、当該箇所に記載して

いる。 

  

  

  

②無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

②無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

  債権に対する貸倒損失に

備えるものであり、一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上している。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同左 

   ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上している。 

  なお、数理計算上の差異

は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平

均残存勤務期間(主とし

て15年)による定額法に

より按分した額を翌連結

会計年度から費用処理す

ることとしている。 

 ②退職給付引当金 

同左 

 ②退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき計上している。 

  数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間(主として15年)

による定額法により、翌

連結会計年度から費用処

理することとしている。 



  

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

   ③役員退職慰労引当金 

  一部の連結子会社におい

て、役員の退職慰労金の

支払いに備えるため、内

規に基づく中間期末要支

給額を計上している。 

  なお、当社は平成18年６

月29日の定時株主総会の

日をもって役員退職慰労

金制度を廃止した。これ

により、当中間連結会計

期間において引当金を取

崩し、平成18年６月以前

の在任期間に応じた打切

り支給の未払い額につい

ては、固定負債の「その

他」に含めて表示してい

る。 

 ③役員退職慰労引当金 

一部の連結子会社におい

て、役員の退職慰労金の

支払いに備えるため、内

規に基づく中間期末要支

給額を計上している。 

 ③役員退職慰労引当金 

  一部の連結子会社におい

て、役員の退職慰労金の

支払いに備えるため、内

規に基づく期末要支給額

を計上している。 

  なお、当社は平成18年６

月29日の定時株主総会の

日をもって役員退職慰労

金制度を廃止した。これ

により、当連結会計年度

において引当金を取崩

し、平成18年６月以前の

在任期間に応じた打切り

支給の未払い額について

は、固定負債の「その

他」に含めて表示してい

る。 

  ――― 

  

  

  

  

  

――― 

 ④環境対策引当金 

アスベスト除去及びＰＣ

Ｂ（ポリ塩化ビフェニ

ル）廃棄物処理等の環境

対策費用の支出に備える

ため、今後発生すると見

込まれる金額を計上して

いる。 

 ⑤製品補償引当金 

当社製品の不具合対策に

関する費用について、当

中間連結会計期間末にお

いて必要と認めた損失見

積額を計上している。 

（追加情報） 

当社の硬質ウレタン製断

熱パネルの一部製品につ

いて、防火認定（準不燃

材料・不燃材料・準耐火

構造・防火構造）の国土

交通大臣認定を不正取得

していたことが判明した

ことにより、改修工事費

用等の対策費用を見積も

り、製品補償引当金を計

上している。その結果、

税金等調整前中間純利益

が4,035百万円減少して

いる。 

 ④環境対策引当金 

  同左 

  

  

  

  

  

  

――― 



  

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

  (4) 重要なリース取引の処理

方法 

  リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっている。 

(4) 重要なリース取引の処理

方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理

方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

  主として繰延ヘッジ処理

を採用している。為替予

約については振当処理

を、金利スワップについ

ては、特例処理の要件を

満たしている場合は特例

処理を採用している。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

同左 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

為替予約・通貨オプシ

ョン 

金利スワップ・金利オプ

ション 

(ヘッジ対象) 

外貨建金銭債権債務・

借入金及び社債 

③ヘッジ方針 

  主として当社の内部規定

である「財務リスク管理

規定」に基づき為替変動

リスク及び金利変動リス

クをヘッジしている。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段とヘッジ対象

について、相場変動額ま

たはキャッシュ・フロー

変動額を、ヘッジ期間全

体にわたり比較し、有効

性を評価することとして

いる。 

(6) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっている。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

(6) 消費税等の会計処理 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

③ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

(6) 消費税等の会計処理 

同左 



  

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

５ 中間連結キ

ャッシュ・

フロー計算

書(連結キ

ャッシュ・

フロー計算

書)におけ

る資金の範

囲 

中間連結キャッシュ・フロー

計算書において資金の範囲に

含めた現金及び現金同等物

は、手許資金及び要求払預金

のほか、取得日より３ヶ月以

内に満期日が到来する定期性

預金及び取得日より３ヶ月以

内に償還日が到来する容易に

換金可能で、かつ価値変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない短期投資からなる。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算

書において資金の範囲に含め

た現金及び現金同等物は、手

許資金及び要求払預金のほ

か、取得日より３ヶ月以内に

満期日が到来する定期性預金

及び取得日より３ヶ月以内に

償還日が到来する容易に換金

可能で、かつ価値変動につい

て僅少なリスクしか負わない

短期投資からなる。 



会計処理の変更 

  

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

１ ロイヤリテ

ィに関する

会計処理 

――― 技術指導料等ロイヤリティ収

入及び同見合費用について

は、従来、営業外収益及び営

業外費用として処理していた

が、当中間連結会計期間より

売上高及び売上原価に含めて

計上する処理へ変更してい

る。この変更は、当社グルー

プの事業活動の成果である当

該収入が増加し、その金額的

重要性が高まっていることか

ら、損益区分をより適正に表

示するためのものである。 

この変更に伴い、従来の方法

によった場合と比べ、売上高

は261百万円、営業利益は232

百万円増加している。また、

経常利益及び税金等調整前中

間純利益に与える影響はな

い。セグメント情報に与える

影響については、当該箇所に

記載している。 

――― 

２ 事業区分の

変更 

――― 当中間連結会計期間より「事

業の種類別セグメント情報」

における事業区分を変更して

いる。詳細は、当該箇所に記

載している。 

――― 

３ 役員賞与に

関する会計

基準 

――― ――― 当連結会計年度より「役員賞

与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用している。こ

れによる損益に与える影響は

軽微である。 



  

  

  

追加情報 

  

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

４ 貸借対照表

の純資産の

部の表示に

関する会計

基準 

当中間連結会計期間より「貸

借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用してい

る。これによる損益に与える

影響はない。また、従来の

「資本の部」の合計に相当す

る金額は95,095百万円であ

る。なお、中間連結財務諸表

規則の改正により、当中間連

結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成してい

る。 

――― 当連結会計年度より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用してい

る。これによる損益に与える

影響はない。また、従来の

「資本の部」の合計に相当す

る金額は95,311百万円であ

る。なお、連結財務諸表規則

の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の

純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により

作成している。 

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

１ 退職給付債

務の算定方

法 

――― 当社の連結子会社である㈱ト

ーヨータイヤジャパンは、当

中間連結会計期間より退職給

付債務の算定方法を簡便法か

ら原則法に変更している。こ

の変更は、トーヨータイヤ関

西販売㈱ほかタイヤ販売会社

９社との合併により従業員数

が300人を超えたためであ

る。期首現在で退職給付債務

を算定した結果発生した変更

時差異258百万円について

は、特別損失に計上してい

る。 

この結果、従来の方法と比較

して、営業利益、経常利益が

それぞれ11百万円、税金等調

整前中間純利益が269百万円

減少している。セグメント情

報に与える影響については、

当該箇所に記載している。 

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

注１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

203,538百万円 

注１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

213,666百万円 

注１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

206,719百万円 

      

注２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりである。 

工場抵当法による担保物件 
建物及び構築物、機械装置 
工具器具及び備品、土地 

  計22,253百万円

注２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりである。 

工場抵当法による担保物件
建物及び構築物、機械装置 
工具器具及び備品、土地 

  計24,683百万円

注２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりである。 

工場抵当法による担保物件 
建物及び構築物、機械装置 
工具器具及び備品、土地 

計22,180百万円

      

その他の 
有形固定資産 

1,202百万円

投資有価証券 13,134百万円

その他の
有形固定資産 

953百万円

投資有価証券 12,840百万円

その他の
有形固定資産 

972百万円

投資有価証券 14,430百万円

      

   担保付債務は、次のとおりで

ある。 

   (一年内返済予定分含む。) 

長期借入金 13,202百万円

   担保付債務は、次のとおりで

ある。 

   (一年内返済予定分含む。) 

長期借入金 8,321百万円

   担保付債務は、次のとおりで

ある。 

   (一年内返済予定分含む。) 

長期借入金 8,964百万円

      

３ 偶発債務 

   保証債務 

厦門正新海燕輪胎 
有限公司 

2,358百万円

(20,000千US＄)

従業員(住宅資金) 1百万円

トーヨーリトレッド㈱ 

  224百万円

合計 2,583百万円

３ 偶発債務 

   保証債務 

厦門正新海燕輪胎
有限公司 

2,539百万円

(22,000千US＄)

従業員(住宅資金) 0百万円

トーヨーリトレッド㈱

  201百万円

合計 2,741百万円

３ 偶発債務 

    (1)保証債務 

厦門正新海燕輪胎 
有限公司 

2,290百万円

(19,400千US＄)

従業員(住宅資金) 0百万円

トーヨーリトレッド㈱ 

  212百万円

合計 2,503百万円

    (2)債権流動化に伴う 

    買戻義務限度額 

1,432百万円 

      

注４ 債権流動化に係る評価差額

は、Toyo Tire (U.S.A.)Corp.

における米国の会計基準に基

づくものである。 

注４     同左 注４     同左 



  
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

注５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものと

して処理している。 

  なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高から除かれてい

る。 

受取手形    1,355百万円 

支払手形         198百万円 

注５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものと

して処理している。 

  なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高から除かれてい

る。 

受取手形     166百万円 

支払手形         336百万円 

注５ 当連結会計年度末日満期手形

の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとし

て処理している。 

  なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったた

め、次の当連結会計年度末日

満期手形が当連結会計年度末

残高から除かれている。 

受取手形    1,811百万円 

支払手形         245百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

注１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりである。 

退職給付費用 505百万円
役員退職慰労 
引当金繰入額 

20百万円

運賃・梱包費 9,772百万円

給料・手当 11,937百万円

注１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりである。 

退職給付費用 451百万円

運賃・梱包費 10,633百万円

給料・手当 12,608百万円

注１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりである。 

貸倒引当金
繰入額 

11百万円

退職給付費用 974百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

32百万円

役員賞与
引当金繰入額 

21百万円

  

  

  

注２ 固定資産売却益は、主として

土地（神奈川県座間市）及び

借地権の売却によるものであ

る。 

  

  

  

注２ 固定資産売却益は、主として

土地・建物(兵庫県西宮市、

青森県八戸市ほか)の売却に

よるものである。 

  

注２ 固定資産売却益は、主として

土地・建物(オーストラリア

ニューサウスウェールズ州、

神奈川県厚木市ほか)及び借

地権の売却によるものであ

る。 

運賃・梱包費 19,863百万円

給料・手当 24,014百万円

  

注３ 事業売却益 

   事業売却益は、伊丹ショッピ

ングセンター賃貸事業の売却

に係るものであり、主とし

て、土地信託受益権の売却及

び過年度未実現利益「子会社

土地現物出資益」の実現によ

るものである。 

   （内訳） 

土地信託受益権 
売却益 

4,630百万円

子会社土地現物 
出資益実現額 

4,877百万円

子会社株式売却損 △305百万円

   計 9,201百万円

  

注４     ――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

注３     ――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注４ 製品補償引当金繰入額 

当社の硬質ウレタン製断熱パ

ネルの一部製品について、防

火認定（準不燃材料・不燃材

料・準耐火構造・防火構造）

の国土交通大臣認定を不正取

得していたことが判明したこ

とにより、改修工事費用等の

対策費用を見積もり、製品補

償引当金繰入額として計上し

ている。 

  

注３ 事業売却益 

   事業売却益は、伊丹ショッピ

ングセンター賃貸事業の売却

に係るものであり、主とし

て、土地信託受益権の売却及

び過年度未実現利益「子会社

土地現物出資益」の実現によ

るものである。 

   （内訳） 

土地信託受益権 
売却益 

4,630百万円

子会社土地現物 
出資益実現額 

4,877百万円

子会社株式売却損 △305百万円

   計 9,201百万円

  

注４     ――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



  
前中間連結会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

注５ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失

を計上した。 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円)

遊休 
資産 

土地 

兵庫県加東
市、愛知県
東海市ほか
４件 

81

合計 81

注５     ――― 注５ 減損損失 

 (1) 親会社及び国内連結子会社 

   当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上

した。 

用途 種類 場所 
金額 

(百万円)

遊休
資産

土地

兵庫県加東
市、愛知県
東海市ほか
４件 

81 

譲渡
予定
資産

土地・
建物・
構築物

埼玉県 
行田市 

89 

合計 170 

（経緯） 

上記の資産グループについて

は、帳簿価額に対し市場価格

が下落しており、今後の使用

可能見込みが未確定なため、

帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上し

た。 

  

  

（経緯） 

上記の資産グループについて

は、帳簿価額に対し市場価格

が下落しており、今後の使用

可能見込みが未確定又は売却

予定となっているため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上した。 

（グルーピングの方法） 

当社グループは、内部管理上

採用している事業区分を基礎

として事業用資産をグルーピ

ングしており、売却等処分の

意思決定がされた資産及び将

来の使用が見込まれていない

遊休資産は個々の物件単位で

グルーピングを行っている。 

  

  

（グルーピングの方法） 

同左 

（回収可能価額の算定方法等） 

なお、当該資産グループの回

収可能価額は、原則として不

動産鑑定評価額に基づき算定

した正味売却価額から処分費

用見込み額を控除した金額で

算定しており、重要性のない

物件については、固定資産税

評価額に基づき算定した正味

売却価額によっている。 

  

  

（回収可能価額の算定方法等） 

同左 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

     (2) 豪州連結子会社 

豪州連結子会社の固定資産の

減損については、国際会計基

準IAS第36号「資産の減損」を

適用しており、当該会計基準

に基づき減損テストを実施し

た結果、当該会計年度におい

て、以下の資産グループにつ

いて、減損損失を計上した。 

豪州連結子会社において、一

部事業譲渡に伴い所有してい

る資産に減損の兆候が認めら

れたため、土地、建物、機械

装置の有形固定資産について

帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損

失434百万円として特別損失に

計上した。その内訳は、土地

42百万円、建物170百万円、機

械装置221百万円である。 

用途 種類 場所 金額 
(百万円)

譲渡予定
資産 

土地・
建物・ 
機械装置

オーストラ
リア 
ニューサウ
スウェール
ズ州 

434 

  

注６     ――― 

  

  

  

  

  

  

  

注６     ――― 

  

注６ 製品補償費用 

当社製品に係る製造物責任に

伴う賠償金等で、製造物責任

保険(ＰＬ保険)の過年度補償

限度額を超過した支払額であ

る。 

  

注７     ――― 注７     ――― 注７ 環境対策費用 

アスベスト除去及びＰＣＢ(ポ

リ塩化ビフェニル)廃棄物処理

等の環境対策費用の支出額及

び今後発生すると見込まれる

金額の引当金繰入額である。 

  

注８ 法人税等の表示方法 

   当中間連結会計期間における

税金費用については、簡便法

により計算しているため、法

人税等調整額は「法人税、住

民税及び事業税」に含めて表

示している。 

注８     同左 注８     ――― 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

自己株式増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加    18,643株 

自己株式減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元株式の買増請求による減少        1,740株 

  

２ 配当に関する事項 

配当金支払額 

  

当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

自己株式増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加    28,540株 

自己株式減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元株式の買増請求による減少        2,686株 

  

２ 配当に関する事項 

配当金支払額 

  

株式の種類 
前連結会計年度末 

（株） 

増加 

（株） 

減少 

（株） 

当中間連結会計期間末

（株） 

発行済株式         

普通株式 209,284,712 ― ― 209,284,712 

自己株式         

普通株式 195,322 18,643 1,740 212,225 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 1,881 9 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

株式の種類 
前連結会計年度末 

（株） 

増加 

（株） 

減少 

（株） 

当中間連結会計期間末

（株） 

発行済株式         

普通株式 209,284,712 ― ― 209,284,712 

自己株式         

普通株式 233,355 28,540 2,686 259,209 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 1,881 9 平成19年３月31日 平成19年６月29日 



前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

自己株式増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買取りによる増加          40,267株 

自己株式減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元株式の買増請求による減少              2,234株 

  

２ 配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  

  

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 
前連結会計年度末 

（株） 

増加 

（株） 

減少 

（株） 

当連結会計年度末 

（株） 

発行済株式         

普通株式 209,284,712 ― ― 209,284,712 

自己株式         

普通株式 195,322 40,267 2,234 233,355 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 1,881 9 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
  

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 1,881 利益剰余金 9 平成19年３月31日 平成19年６月29日 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
次へ 

前中間連結会計期間 
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

注１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成18年９月30日現在) 

  

現金及び 
預金勘定 

13,776百万円

預入期間が３ 
ヶ月を超える 
定期預金 

△4百万円

現金及び 
現金同等物 

13,772百万円

注１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成19年９月30日現在) 

  

現金及び
預金勘定 

11,685百万円

預入期間が３
ヶ月を超える 
定期預金 

△4百万円

現金及び
現金同等物 

11,680百万円

注１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

(平成19年３月31日現在) 

現金及び
預金勘定 

16,350百万円

預入期間が３ 
ヶ月を超える 
定期預金 

△4百万円

現金及び
現金同等物 

16,346百万円

注２ 前連結会計年度において投資

活動によるキャッシュ・フロ

ーの「有形固定資産の取得に

よる支出」に含めて純額表示

していたセール・アンド・リ

ースバック取引による収入

は、当中間連結会計期間より

金額的重要性が増したため、

「セール・アンド・リースバ

ック取引による収入」として

区分掲記している。なお、前

連結会計年度の「有形固定資

産の取得による支出」に含ま

れている「セール・アンド・

リースバック取引による収

入」は3,379百万円である。

前中間連結会計期間において

は、当該取引はない。 

注３     ――― 

  

注２     ――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注３     ――― 

  

注２     ――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注３ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及

び負債の主な内訳 

   株式の取得により新たに連結

したことに伴う連結開始時の

資産及び負債の内訳並びに株

式の取得価額と取得のための

支出（純額）との関係は次の

とおりである。 

Toyo Tire Italia S.p.A 

(平成18年12月31日現在) 

流動資産 1,605百万円

固定資産 26百万円

のれん 718百万円

流動負債 △1,282百万円

固定負債 ― 

株式の取得価額 1,067百万円

現金及び現金同等物 0百万円

差引：取得のための支出 

  1,067百万円



(リース取引関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

機械装置 
及び運搬具 2,634 1,322 1,311

工具器具 
及び備品 3,441 1,431 2,010

その他 2,364 557 1,807

合計 8,440 3,311 5,129

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 1,001 564 437

工具器具 
及び備品 3,507 1,907 1,600

その他 2,196 521 1,675

合計 6,705 2,992 3,713

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

機械装置
及び運搬具

1,661 955 706

工具器具
及び備品 3,565 1,719 1,845

その他 2,323 573 1,749

合計 7,550 3,248 4,301

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年内 1,317百万円

一年超 3,812百万円

合計 5,129百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年内 1,081百万円

一年超 2,631百万円

合計 3,713百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

一年内 1,166百万円

一年超 3,134百万円

合計 4,301百万円

  なお、取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

いる。 

同左   なお、取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 654百万円

減価償却費相当額 654百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 626百万円

減価償却費相当額 626百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 1,351百万円

減価償却費相当額 1,351百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

一年内 1,344百万円

一年超 12,603百万円

合計 13,948百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

一年内 1,950百万円

一年超 16,560百万円

合計 18,511百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

一年内 1,884百万円

一年超 16,676百万円

合計 18,561百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 10,633 46,365 35,732

(2) 債券  

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 78 138 60

合計 10,711 46,503 35,792

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

非上場株式 3,807

(2) その他有価証券 

非上場株式 571

非上場国内債券 ―



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

（注）当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損159百万円を計上しております。 

    なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合

に減損処理を行っております。 

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式（注） 11,631 45,213 33,582

(2) 債券  

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 78 143 65

合計 11,709 45,356 33,647

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

非上場株式 4,047

(2) その他有価証券 

非上場株式 487

非上場国内債券 ―



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

前へ     

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 10,696 48,893 38,197

(2) 債券  

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 78 147 69

合計 10,775 49,041 38,266

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

非上場株式 3,951

(2) その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 510

非上場国内債券 ―

前中間連結会計期間 
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

デリバティブ取引の契約額等、時価

及び評価損益の状況 

(1) 通貨関連 

 外貨建債権は、先物為替予約が付

されていることにより決済時にお

ける円貨額が確定し、中間連結貸

借対照表において当該円貨額で表

示されているため記載を省略して

いる。 

デリバティブ取引の契約額等、時価

及び評価損益の状況 

(1) 通貨関連 

同左 

デリバティブ取引の契約額等、時価

及び評価損益の状況 

(1) 通貨関連 

 外貨建債権は、先物為替予約が付

されていることにより決済時にお

ける円貨額が確定し、連結貸借対

照表において当該円貨額で表示さ

れているため記載を省略してい

る。 

(2) 金利関連 

 金利スワップ取引は、ヘッジ会計

を適用しているため記載を省略し

ている。 

(2) 金利関連 

同左 

(2) 金利関連 

同左 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

  

  

  

当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

  

  

  

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

  
タイヤ 
(百万円) 

化工品 
(百万円) 

自動車部品
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全 
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

96,992 20,492 28,086 189 145,761 ― 145,761

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

95 7 ― 162 265 (265) ―

計 97,088 20,500 28,086 351 146,026 (265) 145,761

営業費用 91,861 20,078 27,965 223 140,129 (299) 139,829

営業利益 5,226 421 121 127 5,897 34 5,931

  
タイヤ 
(百万円) 

ダイバーテック
他 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

120,048 49,729 169,778 ― 169,778

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

41 79 120 (120) ―

計 120,089 49,809 169,899 (120) 169,778

営業費用 113,101 49,718 162,819 (128) 162,691

営業利益 6,988 90 7,079 7 7,086

  
タイヤ 
(百万円) 

化工品 
(百万円) 

自動車部品
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全 
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

218,399 41,146 60,468 412 320,427 ― 320,427

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

132 17 ― 285 435 (435) ―

計 218,531 41,163 60,468 698 320,862 (435) 320,427

営業費用 210,362 40,397 60,248 480 311,488 (431) 311,057

営業利益 8,169 766 219 217 9,373 (3) 9,369



(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業区分の主要な製品 

     ①前中間連結会計期間及び前連結会計年度 

     ②当中間連結会計期間 

３ 有形固定資産の減価償却の方法 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当社および国内

連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の営業

費用は、タイヤ事業で60百万円、ダイバーテック他事業で32百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少してい

る。 

また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した年度の翌年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上している。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の営業費用

は、タイヤ事業で446百万円、ダイバーテック他事業で146百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少してい

る。 

４ ロイヤリティに関する会計処理 

 「会計処理の変更」に記載のとおり、技術指導料等ロイヤリティ収入及び同見合費用については、従来、営業外収益及

び営業外費用として処理していたが、当中間連結会計期間より売上高及び売上原価に含めて計上する処理へ変更してい

る。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の売上高は、タイヤ事業で253百万円、

ダイバーテック他事業で７百万円増加している。また、営業利益はタイヤ事業で253百万円増加し、ダイバーテック他事

業で21百万円減少している。 

５ 退職給付債務の算定方法 

 「追加情報」に記載のとおり、当社の連結子会社である㈱トーヨータイヤジャパンは、当中間連結会計期間より退職給

付債務の算定方法を簡便法から原則法に変更している。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当中間連

結会計期間の営業利益は、タイヤ事業で11百万円減少している。 

事業 事業品目 

タイヤ 各種タイヤ(乗用車用、トラック・バス用、建設機械用、産業車両用)、タイヤ用チュ

ーブ、フラップ、キャメルバッグ、アルミホイール、その他関連製品及び関連事業 

化工品 防振ゴム、空気バネ、基礎免震積層ゴム、環境機器、ゴム・樹脂ホース、断熱システ

ム原液、断熱ボード、断熱用サンドイッチパネル、防水シート、雨水貯留浸透システ

ム、遮水工事、家具・インテリア用軟質ウレタン、オフィス機器用部品、ガスメータ

ー用計量膜、ＣＭＰ装置用研磨パッド、その他各種工業用ゴム・ウレタン製品 

自動車部品 防振ゴム、シートクッション、バンパー、ウェザーストリップ、エアサスペンショ

ン、その他各種ゴム・ウレタン製品 

その他 国内関係会社に対する融資及び債権の買取、保険代理業、不動産業ほか 

事業区分 主  要  製  品 

タイヤ 
各種タイヤ(乗用車用、トラック・バス用、建設機械用、産業車両用)、タイヤ用チューブ、 

フラップ、キャメルバッグ、アルミホイール、その他関連製品及び関連事業 

  
産業・建築資材 

ゴム・樹脂ホース、標準防振ゴム、ガスメーター計量膜、ゴム引布製品、 

基礎免震積層ゴム、視線誘導標、車止め 

  
輸送機器 

防振ゴム（自動車用・鉄道車両用）、空気バネ（自動車用・鉄道車両用）、 

シートクッション、ウェザーストリップ、ＣＶＪブーツ、樹脂バンパー 

ダイバーテ

ック他 
断熱・防水資材 

硬質ウレタン、断熱工法、断熱材、ウレタン塗膜防水材、防水シート、 

雨水貯留浸透システム 

  
その他資材 

家具・インテリア用軟質ウレタン、オフィス機器用部品、 

ＣＭＰ装置用研磨パッド 

  その他 国内関係会社に対する融資及び債権の買取、保険代理業、不動産業ほか 



６ 事業区分の変更 

従来、事業区分は「タイヤ」「化工品」「自動車部品」「その他」の４事業区分に分類していたが、当中間連結会計期

間より、「タイヤ」「ダイバーテック他」の２事業区分に変更している。この変更は、当連結会計年度より、組織再編

（「化工品カンパニー」と「自動車部品カンパニー」を統合し、新たに「ダイバーテックカンパニー」が発足）に伴い社

内管理上採用している事業区分単位が変更となったこと、また、その他事業の事業規模が縮小したことを契機に、従来の

「化工品」「自動車部品」「その他」の事業区分を非タイヤ事業として集約し、ダイバーテック他事業とした。なお、前

中間連結会計期間および前連結会計年度のセグメント情報を当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法により区

分すると以下のようになる。 

  

前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

  

  

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

  

  

  
タイヤ 
(百万円) 

ダイバーテック
他 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

96,992 48,768 145,761 ― 145,761

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

95 126 221 (221) ―

計 97,088 48,894 145,982 (221) 145,761

営業費用 91,861 48,186 140,047 (218) 139,829

営業利益 5,226 708 5,935 (3) 5,931

  
タイヤ 
(百万円) 

ダイバーテック
他 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

218,399 102,027 320,427 ― 320,427

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

132 226 358 (358) ―

計 218,531 102,254 320,786 (358) 320,427

営業費用 210,362 101,000 311,363 (306) 311,057

営業利益 8,169 1,253 9,422 (52) 9,369



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

  

  

当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

  

  

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

  

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

84,392 45,654 15,713 145,761 ― 145,761

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

45,001 ― 29 45,031 (45,031) ―

計 129,394 45,654 15,742 190,792 (45,031) 145,761

営業費用 124,025 45,113 15,755 184,894 (45,065) 139,829

営業利益又は営業損失(△) 5,369 540 △12 5,897 34 5,931

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

86,884 56,944 25,949 169,778 ― 169,778

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

46,079 ― 17 46,097 (46,097) ―

計 132,964 56,944 25,966 215,875 (46,097) 169,778

営業費用 129,027 54,754 25,000 208,782 (46,091) 162,691

営業利益 3,936 2,189 966 7,092 (5) 7,086

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

184,625 98,112 37,689 320,427 ― 320,427

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

84,737 ― 39 84,777 (84,777) ―

計 269,362 98,112 37,728 405,204 (84,777) 320,427

営業費用 261,438 97,776 37,959 397,174 (86,117) 311,057

営業利益又は営業損失(△) 7,924 336 △231 8,029 1,340 9,369



(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米・・・・・・米国、カナダ 

(2) その他・・・・・欧州、大洋州ほか 

３ 有形固定資産の減価償却の方法 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当社および国内

連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の営業

費用は、「日本」で92百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した年度の翌年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上している。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の営業費用

は、「日本」で592百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

４ ロイヤリティに関する会計処理 

 「会計処理の変更」に記載のとおり、技術指導料等ロイヤリティ収入及び同見合費用については、従来、営業外収益及

び営業外費用として処理していたが、当中間連結会計期間より売上高及び売上原価に含めて計上する処理へ変更してい

る。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の売上高は、「日本」で261百万円増加

し、営業利益は232百万円増加している。 

５ 退職給付債務の算定方法 

 「追加情報」に記載のとおり、当社の連結子会社である㈱トーヨータイヤジャパンは、当中間連結会計期間より退職給

付債務の算定方法を簡便法から原則法に変更している。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当中間連

結会計期間の営業利益は、「日本」で11百万円減少している。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

  

  

当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

  

  

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米・・・・・・米国、カナダ 

(2) その他・・・・・欧州、中近東、大洋州、東南アジアほか 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 45,654 23,156 68,810

Ⅱ 連結売上高(百万円) 145,761

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

31.3 15.9 47.2

  北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 56,944 36,119 93,063

Ⅱ 連結売上高(百万円) 169,778

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

33.5 21.3 54.8

  北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 98,112 53,633 151,745

Ⅱ 連結売上高(百万円) 320,427

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

30.6 16.7 47.4



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

 該当事項はない。 

  

当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

（共通支配下の取引等） 

〔トーヨータイヤ関東販売㈱による他の国内タイヤ販売会社９社の吸収合併〕 

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式及び企業結合後の名称、取引の目的を含む取引の概要

    (1)結合当事企業の名称及び事業の内容 

     ①結合当事企業の名称 

      トーヨータイヤ関東販売㈱ 

     ②被結合当事企業の名称 

      トーヨータイヤ関西販売㈱ほか９社 

     ③被結合当事企業の事業内容 

      自動車タイヤ・チューブ及びその他のゴム製品の販売 

      自動車関連部品及び用品の販売 

    (2) 企業結合の法的形式及び企業結合後の名称 

     トーヨータイヤ関東販売㈱を存続会社、他の国内販売会社9社を消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業

の名称は㈱トーヨータイヤジャパンである。 

(3) 取引の目的を含む取引の概要  

      系列タイヤ販売子会社を再編することにより、販売体制の強化、顧客サービスの向上および事業運営の効率化

をはかるとともに、当社グループの連結運営の充実を目的とする。 

２．実施した会計処理の概要  

   上記取引は、「企業結合に係る会計基準」に定める共通支配下の取引等に該当し、内部取引としてすべて消去して

いる。したがって、当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はない。 

  

〔東洋ゴム工販西日本㈱による東洋ゴム工販東日本㈱の吸収合併〕 

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式及び企業結合後の名称、取引の目的を含む取引の概要

    (1)結合当事企業の名称及び事業の内容 

     ①結合当事企業の名称 

      東洋ゴム工販西日本㈱ 

     ②被結合当事企業の名称 

      東洋ゴム工販東日本㈱ 

     ③被結合当事企業の事業内容 

      各種ゴム製品及び合成樹脂製品の販売 

      産業機械・器具・装置の販売 



    (2) 企業結合の法的形式及び企業結合後の名称 

     東洋ゴム工販西日本を存続会社、東洋ゴム工販東日本㈱を消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業の名称

は東洋ゴム化工品販売㈱である。 

(3) 取引の目的を含む取引の概要 

     国内の化工品販売会社を経営統合することにより、国内の販売体制の強化とお客様へのサービス充実および事

業運営の効率化をはかるとともに、当社グループの連結運営の充実を推進する。 

２．実施した会計処理の概要  

   上記取引は、「企業結合に係る会計基準」に定める共通支配下の取引等に該当し、内部取引としてすべて消去して

いる。したがって、当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はない。 

  

〔東洋ソフラン㈱による㈱ソフランアールジーの吸収合併〕 

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式及び企業結合後の名称、取引の目的を含む取引の概要

    (1)結合当事企業の名称及び事業の内容 

     ①結合当事企業の名称 

      東洋ソフラン㈱ 

     ②被結合当事企業の名称 

      ㈱ソフランアールジー 

     ③被結合当事企業の事業内容 

      各種ゴム製品及び合成樹脂製品の販売 

    (2) 企業結合の法的形式及び企業結合後の名称 

     東洋ソフラン㈱を存続会社、㈱ソフランアールジーを消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業の名称は東

洋ソフラン㈱である。 

(3) 取引の目的を含む取引の概要  

     今年４月１日付で東洋ゴム工業の化工品事業および自動車部品事業の統合によりダイバーテック事業がスター

トしたことから、同事業の運営の更なる効率化を目的とする。 

２．実施した会計処理の概要  

   上記取引は、「企業結合に係る会計基準」に定める共通支配下の取引等に該当し、内部取引としてすべて消去して

いる。したがって、当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はない。 

  

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

該当事項はない。 

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

  

(注)１． １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

２． １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

  

  

 (2) 【その他】 

該当事項はない。 

前中間連結会計期間 
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

１株当たり純資産額 454円25銭 １株当たり純資産額 443円75銭 １株当たり純資産額 455円83銭

１株当たり中間純利益 41円12銭 １株当たり中間純利益 ３円 ５銭 １株当たり当期純利益 28円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載していない。 

区分 
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 (百万円) 97,158 95,172 97,446

純資産の部の合計額 
から控除する金額 

(百万円) 2,187 2,416 2,153

(うち少数株主持分) (百万円) (2,187) (2,416) (2,153)

普通株式に係る 
中間期末の純資産額 

(百万円) 94,971 92,756 95,292

１株当たり純資産額 
の算定に用いられた 
中間期末の普通株式 
の数 

(千株) 209,072 209,025 209,051

区分 
前中間連結会計期間

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで)

当中間連結会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで)

前連結会計年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで)

中間(当期)純利益 (百万円) 8,596 637 6,015

普通株主に 
帰属しない金額 

(百万円) ― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

(百万円) 8,596 637 6,015

期中平均株式数 (千株) 209,080 209,038 209,070



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

現金及び預金   8,616   8,227 10,242   

受取手形 注３ 6,346   2,626 1,878   

売掛金   40,715   45,890 44,740   

棚卸資産   18,762   19,373 17,458   

未収入金   3,210   2,797 3,181   

繰延税金資産   1,479   961 700   

短期貸付金   9,064   6,306 337   

その他   2,286   2,793 3,634   

貸倒引当金   △1,495   △20 △12   

流動資産合計    88,985 35.2 88,956 35.7   82,161 33.0

Ⅱ 固定資産          

有形固定資産 注1,2        

建物   20,373   20,069 20,352   

機械及び装置   34,128   32,957 34,728   

土地   14,647   14,485 14,575   

その他   13,034   10,815 11,832   

計   82,184   78,327 81,488   

無形固定資産   1,631   1,338 1,663   

投資その他の資産          

投資有価証券 注２ 69,480   68,842 72,423   

長期貸付金   4,688   6,223 5,577   

その他   7,876   8,475 8,148   

貸倒引当金   △2,020   △3,007 △2,532   

計   80,024   80,532 83,617   

固定資産合計    163,839 64.8 160,198 64.3   166,770 67.0

Ⅲ 繰延資産    19 0.0 4 0.0   9 0.0

資産合計    252,844 100.0 249,160 100.0   248,941 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

買掛金   47,482   47,289 49,668   

短期借入金 注２ 16,381   22,542 14,940   
一年内償還予定 
社債   ―   10,000 5,000   

未払金   12,227   9,854 12,500   

未払法人税等   3,422   ― ―   

その他   5,502   5,378 5,857   

流動負債合計   
 

85,017 33.6 95,065 38.2
  

87,967 35.3

Ⅱ 固定負債       

社債   28,000   18,000 23,000   

長期借入金 注２ 25,699   24,110 21,798   

退職給付引当金   9,798   8,490 9,079   

環境対策引当金   ―   813 846   

製品補償引当金   ―   4,035 ―   

繰延税金負債   10,844   11,842 13,703   

その他   140   97 140   

固定負債合計    74,484 29.5 67,389 27.0   68,569 27.6

負債合計    159,501 63.1 162,454 65.2   156,536 62.9

           

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

資本金    23,974 9.5 23,974 9.6   23,974 9.6

資本剰余金          

資本準備金   21,997   21,997 21,997   

その他資本剰余金   0   1 0   

資本剰余金合計    21,997 8.7 21,998 8.8   21,997 8.8

利益剰余金          

利益準備金   2,568   2,568 2,568   

その他利益剰余金          

固定資産 
圧縮積立金   2,823   4,709 4,709   

別途積立金   7,015   7,015 7,015   

繰越利益剰余金   14,459   7,119 10,087   

利益剰余金合計    26,868 10.6 21,413 8.6   24,381 9.8

自己株式    △65 △0.0 △93 △0.0   △77 △0.0

株主資本合計    72,774 28.8 67,293 27.0   70,276 28.2

Ⅱ 評価・換算差額等          

その他有価証券 
評価差額金   20,692   19,429 22,148   

繰延ヘッジ損益   △124   △15 △18   

評価・換算差額等 
合計    20,568 8.1 19,413 7.8   22,129 8.9

純資産合計    93,342 36.9 86,706 34.8   92,405 37.1

負債及び純資産合計    252,844 100.0 249,160 100.0   248,941 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

    
前中間会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    119,582 100.0 119,464 100.0   244,158 100.0

Ⅱ 売上原価    92,741 77.6 94,833 79.4   194,627 79.7

売上総利益    26,841 22.4 24,630 20.6   49,530 20.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    21,878 18.3 21,404 17.9   44,202 18.1

営業利益    4,962 4.1 3,226 2.7   5,327 2.2

Ⅳ 営業外収益          

受取利息及び配当金 注１ 1,933   2,217 2,646   

その他   1,079 3,012 2.5 522 2,739 2.3 1,877 4,524 1.9

Ⅴ 営業外費用          

支払利息   538   580 1,084   

その他   1,379 1,917 1.6 1,119 1,699 1.4 2,866 3,950 1.6

経常利益    6,058 5.1 4,266 3.6   5,901 2.4

Ⅵ 特別利益          

   固定資産売却益   ―   27 ―   

事業売却益 注２ 4,233   ― 4,233   

子会社債権 
貸倒引当金戻入益   29   ― 118   

   国庫補助金収入   ― 4,262 3.6 ― 27 0.0 334 4,686 1.8

Ⅶ 特別損失          

固定資産除却損 注３ 414   761 1,142   

リース解約損   ―   208 442   

投資有価証券評価損   ―   159 ―   

子会社債権 
貸倒引当金繰入額   202   480 684   

製品補償引当金 
繰入額 注４ ―   4,035 ―   

子会社株式評価損   287   ― 287   

減損損失 注５ 76   ― 166   

訴訟関連費用   ―   ― 515   

製品補償費用 注６ ―   ― 317   

   環境対策費用 注７ ― 980 0.8 ― 5,643 4.7 859 4,415 1.8

税引前中間(当期) 
純利益又は税引前 
中間純損失(△) 

   9,340 7.8 △1,349 △1.1   6,172 2.5

法人税、住民税 
及び事業税 注８ 3,866   △263 274   

法人税等調整額   ― 3,866 3.2 ― △263 △0.2 2,912 3,186 1.3

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)    5,473 4.6 △1,086 △0.9   2,986 1.2

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 
前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

  

  

  

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目である。  

項目 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,974 21,997 0 21,997 

中間会計期間中の変動額         

 自己株式の処分     0 0 

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
― ― 0 0 

平成18年９月30日残高(百万円) 23,974 21,997 0 21,997 

項目 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,568 2,691 7,015 11,030 23,305 △57 69,220 

中間会計期間中の変動額               

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)   △33   33 ―   ― 

 固定資産圧縮積立金の積立(注)   166   △166 ―   ― 

 剰余金の配当(注)       △1,881 △1,881   △1,881 

 役員賞与(注)       △29 △29   △29 

 中間純利益       5,473 5,473   5,473 

 自己株式の取得           △8 △8 

 自己株式の処分           0 0 

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
― 132 ― 3,429 3,562 △8 3,554 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,568 2,823 7,015 14,459 26,868 △65 72,774 

項目 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,742   23,742 92,962 

中間会計期間中の変動額         

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)       ― 

 固定資産圧縮積立金の積立(注)       ― 

 剰余金の配当(注)       △1,881 

 役員賞与(注)       △29 

 中間純利益       5,473 

 自己株式の取得       △8 

 自己株式の処分       0 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
△3,050 △124 △3,174 △3,174 

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
△3,050 △124 △3,174 379 

平成18年９月30日残高(百万円) 20,692 △124 20,568 93,342 



当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

  

  

  

  

項目 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 23,974 21,997 0 21,997 

中間会計期間中の変動額         

 自己株式の処分     0 0 

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
    0 0 

平成19年９月30日残高(百万円) 23,974 21,997 1 21,998 

項目 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,568 4,709 7,015 10,087 24,381 △77 70,276 

中間会計期間中の変動額               

 剰余金の配当       △1,881 △1,881   △1,881 

 中間純損失       △1,086 △1,086   △1,086 

 自己株式の取得           △16 △16 

 自己株式の処分           0 1 

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
― ― ― △2,967 △2,967 △16 △2,983 

平成19年９月30日残高(百万円) 2,568 4,709 7,015 7,119 21,413 △93 67,293 

項目 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算 

差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 22,148 △18 22,129 92,405 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       △1,881 

 中間純損失       △1,086 

 自己株式の取得       △16 

 自己株式の処分       1 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額(純額) 
△2,719 2 △2,716 △2,716 

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
△2,719 2 △2,716 △5,699 

平成19年９月30日残高(百万円) 19,429 △15 19,413 86,706 



前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

  

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目である。  

  

次へ 

項  目 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,974 21,997 ― 21,997 

事業年度中の変動額         

 自己株式の処分     0 0 

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0 

平成19年３月31日残高(百万円) 23,974 21,997 0 21,997 

項  目 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,568 2,691 7,015 11,030 23,305 △57 69,220 

事業年度中の変動額               

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)   △33   33 ―   ― 

 固定資産圧縮積立金の積立(注)   166   △166 ―   ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩   △288   288 ―   ― 

 固定資産圧縮積立金の積立   2,174   △2,174 ―   ― 

 剰余金の配当(注)       △1,881 △1,881   △1,881 

 役員賞与(注)       △29 △29   △29 

 当期純利益       2,986 2,986   2,986 

 自己株式の取得           △20 △20 

 自己株式の処分           0 0 

事業年度中の変動額合計(百万円) ― 2,018 ― △942 1,075 △19 1,055 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,568 4,709 7,015 10,087 24,381 △77 70,276 

項  目 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,742   23,742 92,962 

事業年度中の変動額         

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)       ― 

 固定資産圧縮積立金の積立(注)       ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩       ― 

 固定資産圧縮積立金の積立       ― 

 剰余金の配当(注)       △1,881 

 役員賞与(注)       △29 

 当期純利益       2,986 

 自己株式の取得       △20 

 自己株式の処分       0 

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額) 
△1,594 △18 △1,613 △1,613 

事業年度中の変動額合計(百万円) △1,594 △18 △1,613 △557 

平成19年３月31日残高(百万円) 22,148 △18 22,129 92,405 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

１ 資産の評価

基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会社

株式 

  …移動平均法による原価

法 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

(1) 有価証券 

 ①子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

   ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

   …中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算定

している。) 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 

   …決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ている。) 

    時価のないもの 

   …移動平均法による原

価法 

  時価のないもの 

同左 

  時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

  …時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) 棚卸資産 

  製品・仕掛品 

  …総平均法による原価法 

  材料・貯蔵品 

  …移動平均法による低価

法 

(3) 棚卸資産 

  製品・仕掛品 

同左 

  材料・貯蔵品 

同左 

(3) 棚卸資産 

  製品・仕掛品 

同左 

  材料・貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の

減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

 ①建物(附属設備を含む。)

及び工具器具及び備品 

  …定額法 

(1) 有形固定資産 

同左  

(1) 有形固定資産 

同左  

   ②その他の有形固定資産 

  …定率法 

    

   なお、主な耐用年数は以下

のとおりである。 

 建物           ３～50年 

 機械及び装置   ２～17年 

    



  

項目 
前中間会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

    （会計方針の変更） 

 法人税法の改正((所得税法

等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法施行令

の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令第83

号))に伴い、当中間会計期

間から、平成19年４月１日

以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更してい

る。 

 これに伴い、従来の方法に

よった場合と比べ、営業利

益、経常利益が66百万円そ

れぞれ減少し、税引前中間

純損失が66百万円増加して

いる。 

（追加情報） 

 当中間会計期間から、平成

19年３月31日以前に取得し

たものについては、償却可

能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償

却する方法によっている。 

 当該変更に伴い、従来の方

法によった場合と比べ、営

業利益が515百万円、経常

利益が518百万円それぞれ

減少し、税引前中間純損失

が518百万円増加してい

る。 

  

  (2) 無形固定資産 

  …定額法 

   ただし自社利用ソフト

ウェアについては、社

内における利用可能期

間(５年)に基づく定額

法によっている。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

  (3) 長期前払費用 

  …均等償却 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

３ 引当金の計

上基準 

(1) 貸倒引当金 

  債権に対する貸倒損失に

備えるものであり、一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上している。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2)    ――― (2)    ――― (2) 役員賞与引当金 

  役員賞与の支払いに備え

るため、当期における支

給見込額に基づき計上し

ている。 

 （会計方針の変更） 

  当期から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年

11月29日  企業会計基準

第４号）を適用してい

る。この結果、従来の方

法に比べて、営業利益、

経常利益及び税引前当期

純利益が、21百万円減少

している。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してい

る。 

  数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務

期間(15年)による定額法

により按分した額を翌事

業年度から費用処理する

こととしている。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き計上している。 

  数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務

期間(15年)による定額法

により按分した額を翌事

業年度から費用処理する

こととしている。 



  

項目 
前中間会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  従来、役員の退職慰労金

の支払いに備えるため、

内規に基づく期末要支給

額を計上していたが、平

成18年６月29日の定時株

主総会の日をもって、役

員退職慰労金制度を廃止

した。これにより、当中

間会計期間において引当

金を取崩し、平成18年６

月以前の在任期間に応じ

た打切り支給の未払い額

については、固定負債の

「その他」に含めて表示

している。 

(4)     ――― 

  

(4) 役員退職慰労引当金 

  従来、役員の退職慰労金

の支払いに備えるため、

内規に基づく期末要支給

額を計上していたが、平

成18年６月29日の定時株

主総会の日をもって、役

員退職慰労金制度を廃止

した。これにより、当期

において引当金を取崩

し、平成18年６月以前の

在任期間に応じた打切り

支給の未払い額について

は、固定負債の「その

他」に含めて表示してい

る。 

  (5)    ――― (5) 環境対策引当金 

  アスベスト除去及びＰＣ

Ｂ(ポリ塩化ビフェニル)

廃棄物処理等の環境対策

費用の支出に備えるた

め、今後発生すると見込

まれる金額を計上してい

る。 

(5) 環境対策引当金 

同左 

  (6)    ――― (6) 製品補償引当金 

当社製品の不具合対策に

関する費用について、当

中間会計期間末において

必要と認めた損失見積額

を計上している。 

（追加情報） 

当社の硬質ウレタン製断

熱パネルの一部製品につ

いて、防火認定（準不燃

材料・不燃材料・準耐火

構造・防火構造）の国土

交通大臣認定を不正取得

していたことが判明した

ことにより、改修工事費

用等の対策費用を見積も

り、製品補償引当金を計

上している。その結果、

税 引 前 中 間 純 損 失 が

4,035百万円増加してい

る。 

(6)    ――― 

４ リ－ス取引

の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リ－ス取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

同左 同左 



  

  

次へ 

項目 
前中間会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

５ ヘッジ会計

の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

  主として繰延ヘッジ処理

を採用している。為替予

約については振当処理

を、金利スワップについ

ては、特例処理の要件を

満たしている場合は特例

処理を採用している。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 (ヘッジ手段) 

  為替予約・通貨オプショ

ン 

  金利スワップ・金利オプ

ション 

 (ヘッジ対象) 

  外貨建金銭債権債務・借

入金及び社債 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

  主として当社の内部規定

である「財務リスク管理

規定」に基づき為替変動

リスク及び金利変動リス

クをヘッジしている。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段とヘッジ対象

について、相場変動額ま

たはキャッシュ・フロー

変動額を、ヘッジ期間全

体にわたり比較し、有効

性を評価することとして

いる。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ 消費税等の

会計処理 

税抜方式によっている。 

  

同左 

  

同左 

  



会計処理の変更 

  

  

  

  
前中間会計期間 

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

１ ロイヤリテ
ィに関する
会計処理 

――― 技術指導料等ロイヤリティ収

入及び同見合費用について

は、従来、営業外収益及び営

業外費用として処理していた

が、当中間会計期間より売上

高及び売上原価に含めて計上

する処理へ変更している。こ

の変更は、当社の事業活動の

成果である当該収入が増加

し、その金額的重要性が高ま

っていることから、損益区分

をより適正に表示するための

ものである。 

この変更に伴い、従来の方法

によった場合と比べ、売上高

は376百万円、営業利益は347

百万円増加している。また、

経常利益及び税引前中間純損

失に与える影響はない。 

――― 
  

２ 貸借対照表

の純資産の

部の表示に

関する会計

基準 

当中間会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基

準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計

基準適用指針第８号 平成17

年12月９日)を適用してい

る。これによる損益に与える

影響はない。また、従来の

「資本の部」の合計に相当す

る金額は、93,467百万円であ

る。 

なお、中間財務諸表等規則の

改正により、当中間会計期間

における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後

の中間財務諸表等規則により

作成している。 

――― 当期より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）

を適用している。これによる

損益に与える影響はない。ま

た、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は92,424百

万円である。 

なお、財務諸表等規則の改正

により、当期における財務諸

表は、改正後の財務諸表等規

則により作成している。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

  

項目 
前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

注１ 有形固定資産の減価償
却累計額 

170,346百万円 176,530百万円 171,881百万円 

注２ 担保資産 
   (担保提供資産) 

      

   工場抵当法による担保
(簿価)、建物及び構築
物、機械装置、工具器
具及び備品、土地 

計19,577百万円 計21,646百万円 計19,650百万円 

    
   投資有価証券 

計 

13,134百万円

32,712百万円

12,840百万円

34,486百万円

14,430百万円

34,081百万円
    
   (債務)       
   長期借入金 
   (１年内返済予定分を

含む) 

12,550百万円 7,862百万円 8,412百万円 

注３ 中間会計期間末日(事 
業年度末日)満期手形 
  

中間会計期間末日満期手
形の会計処理について
は、満期日に決済が行わ
れたものとして処理して
いる。 
なお、当中間会計期間末
日が金融機関の休日であ
ったため、次の中間会計
期間末日満期手形が、中
間会計期間末残高から除
かれている。 
受取手形   531百万円 

中間会計期間末日満期手
形の会計処理について
は、満期日に決済が行わ
れたものとして処理して
いる。 
なお、当中間会計期間末
日が金融機関の休日であ
ったため、次の中間会計
期間末日満期手形が、中
間会計期間末残高から除
かれている。 
受取手形    96百万円 

事業年度末日の満期手形
の会計処理については、
満期日に決済が行われた
ものとして処理してい
る。 
なお、当事業年度末日が
金融機関の休日であった
ため、次の事業年度末日
満期手形が、事業年度末
残高から除かれている。 
受取手形   197百万円 



  

  

前へ   次へ 

項目 
前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

４ 偶発債務 
  (1)保証債務 
   関係会社等の銀行借入

金ほかに対する保証額
の内訳 

      

   厦門正新海燕輪胎有限
公司 

2,358百万円 
(20,000千US$)

2,539百万円 
(22,000千US$)

2,290百万円 
(19,400千US$)

   東洋橡塑(広州)有限公
司 

193百万円 
(13,000千RMB)

440百万円 
(28,700千RMB)

343百万円 
(22,500千RMB)

   Toyo Automotive 
Parts (USA),Inc. 

1,395百万円 
(11,833千US$)

825百万円 
(7,155千US$)

1,347百万円 
(11,414千US$)

   Toyo Rubber 
(Malaysia)SDN.BHD. 

201百万円 
(6,300千Ｍ$)

―百万円 
(―千Ｍ$)

6百万円 
(200千M$)

     Toyo Tire North 
America, Inc. 

25,076百万円 
(212,696千US$)

23,575百万円 
(204,237千US$)

23,375百万円 
(198,016千US$)

   
   トーヨーリトレッド㈱ 224百万円 201百万円 212百万円 

   東洋ソフラン㈱ 160百万円 160百万円 160百万円 

   従業員(住宅資金) 1百万円 0百万円 0百万円 

   トーヨータイヤ物流㈱ 667百万円 629百万円 646百万円 

計 30,277百万円 28,372百万円 28,384百万円
  上記のうち、外貨建保証

債務は、中間決算日の為
替相場により円換算して
いる。 

同左 上記のうち、外貨建保証
債務は、決算日の為替相
場により円換算してい
る。 

  (2)債権流動化に伴う 
      買戻義務限度額 

12,601百万円 8,005百万円 11,636百万円 



(中間損益計算書関係) 

  

項目 
前中間会計期間

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

注１ 受取利息及び配当金の

うち受取利息 

375百万円 423百万円 757百万円 

        

注２ 事業売却益 

  

事業売却益は、伊丹ショ

ッピングセンター賃貸事

業の売却に係るものであ

り、主として、土地信託

受益権の売却によるもの

である。 

土地信託受
益権売却益 

4,630百万円

子会社株式
売却損 

△397百万円

計 4,233百万円

――― 事業売却益は、伊丹ショ

ッピングセンター賃貸事

業の売却に係るものであ

り、主として、土地信託

受益権の売却によるもの

である。 

土地信託受
益権売却益 

4,630百万円

子会社株式
売却損 

△397百万円

計 4,233百万円

        

注３ 固定資産除却損 固定資産除却損の内訳は

下記のとおりである。 

同左 同左 

  機械及び装置 240百万円

工具器具 
及び備品 

121百万円

建物他 52百万円

計 414百万円

機械及び装置 258百万円

工具器具
及び備品 

136百万円

建物他 365百万円

計 761百万円

機械及び装置 591百万円

工具器具 
及び備品 

327百万円

建物他 222百万円

計 1,142百万円

        

注４ 製品補償引当金繰入額 ――― 当社の硬質ウレタン製断

熱パネルの一部製品につ

いて、防火認定（準不燃

材料・不燃材料・準耐火

構造・防火構造）の国土

交通大臣認定を不正取得

していたことが判明した

ことにより、改修工事費

用等の対策費用を見積も

り、製品補償引当金繰入

額として計上している。 

――― 



  

項目 
前中間会計期間

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

注５ 減損損失 減損損失 

当中間会計期間におい

て、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失

を計上した。 
（単位：百万円） 

  

  

  

  

  

（経緯） 

上記の資産グループにつ

いては、帳簿価額に対し

市場価格が下落してお

り、今後の使用可能見込

みが未確定なため、帳簿

価格を回収可能価格まで

減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に

計上した。 

  

（グルーピングの方法） 

当社は、内部管理上採用

している事業区分を基礎

として事業用資産をグル

ーピングしており、売却

等処分の意思決定がされ

た資産及び将来の使用が

見込まれていない遊休資

産は個々の物件単位でグ

ルーピングを行ってい

る。 

（回収可能価額の算定方

法等） 

なお、当該資産グループ

の回収可能価額は、原則

として不動産鑑定評価額

に基づき算定した正味売

却価額から処分費用見込

み額を控除した金額で算

定しており、重要性のな

い物件については、固定

資産税評価額に基づき算

定した正味売却価額によ

っている。 

用途 種類 場所 金額

遊休
資産 土地 

兵庫県加
東市、愛
知県東海
市 

76

――― 減損損失 

当期において、当社は以

下の資産グループについ

て減損損失を計上した。 

  
（単位：百万円） 

（経緯） 

上記の資産グループにつ

いては、帳簿価額に対し

市場価格が下落してお

り、今後の使用可能見込

みが未確定又は売却予定

となっているため、帳簿

価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に

計上した。 

（グルーピングの方法） 

当社は、内部管理上採用

している事業区分を基礎

として事業用資産をグル

ーピングしており、売却

等処分の意思決定がされ

た資産及び将来の使用が

見込まれていない遊休資

産は個々の物件単位でグ

ルーピングを行ってい

る。 

（回収可能価額の算定方

法等） 

なお、当該資産グループ

の回収可能価額は、原則

として不動産鑑定評価額

に基づき算定した正味売

却価額から処分費用見込

み額を控除した金額で算

定しており、重要性のな

い物件については、固定

資産税評価額に基づき算

定した正味売却価額によ

っている。 

用途 種類 場所 金額 

遊休
資産

土地 

兵庫県加
東市、愛
知県東海
市 

76 

譲渡
予定
資産

土地・ 
建物・ 
構築物 

埼玉県行
田市 89 

合計 166 



  

  

  

前へ   次へ 

項目 
前中間会計期間

(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

注６ 製品補償費用 ――― ――― 当社製品に係る製造物責

任に伴う賠償金等で、製

造物賠償責任保険（ＰＬ

保険）の過年度補償限度

額を超過した支払額であ

る。 

        

注７ 環境対策費用 

  

  

  

  

  

  

  

注８ 法人税等調整額の表示

方法 

  

  

  

  

  

  

９ 減価償却実施額 

   有形固定資産 

    無形固定資産 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

当中間会計期間における

税金費用については、簡

便法により計算している

ため、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事

業税」に含めて表示して

いる。 

  

  

6,500百万円 

254百万円 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

7,089百万円 

271百万円 

アスベスト除去及びＰＣ

Ｂ（ポリ塩化ビフェニ

ル）廃棄物処理等の環境

対策費用の支出額及び今

後発生すると見込まれる

金額の引当金繰入額であ

る。 

  

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

13,394百万円 

513百万円 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取りによる増加     18,643株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買増請求による減少         1,740株 

  

当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取りによる増加     28,540株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買増請求による減少         2,686株 

  

前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取りによる増加           40,267株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買増請求による減少               2,234株 

  

株式の種類 
前事業年度末 

（株） 

増加 

（株） 

減少 

（株） 

当中間会計期間末 

（株） 

普通株式 195,322 18,643 1,740 212,225 

株式の種類 
前事業年度末 

（株） 

増加 

（株） 

減少 

（株） 

当中間会計期間末 

（株） 

普通株式 233,355 28,540 2,686 259,209 

株式の種類 
前事業年度末 

（株） 

増加 

（株） 

減少 

（株） 

当事業年度末 

（株） 

普通株式 195,322 40,267 2,234 233,355 



(リース取引関係) 

  
  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間 
(平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円) 

工具器具 
及び備品 3,269 1,410 1,858

その他 3,108 1,591 1,517

合計 6,377 3,002 3,375

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

工具器具 
及び備品 3,146 1,850 1,296

その他 1,260 711 549

合計 4,407 2,561 1,845

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

工具器具
及び備品 3,235 1,678 1,556

その他 2,074 1,191 882

合計 5,309 2,869 2,439

一年内 972百万円

一年超 1,467百万円

合計 2,439百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年内 1,149百万円

一年超 2,225百万円

合計 3,375百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年内 870百万円

一年超 974百万円

合計 1,845百万円

  なお、取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

いる。 

同左   なお、取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 574百万円

減価償却費相当額 574百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 514百万円

減価償却費相当額 514百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 1,169百万円

減価償却費相当額 1,169百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

一年内 130百万円

一年超 2,544百万円

合計 2,675百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

一年内 135百万円

一年超 2,442百万円

合計 2,578百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

一年内 137百万円

一年超 2,499百万円

合計 2,636百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

前へ     



(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第91期) 
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
  

平成19年６月29日 

関東財務局長に提出。 

(2) 訂正発行登録書       
平成19年６月29日 

関東財務局長に提出。 

(3) 訂正報告書          
平成19年７月12日 

関東財務局長に提出。 

  平成19年６月29日に提出した第91期有価証券報告書の訂正報告書である。 

(4) 訂正発行登録書       
平成19年７月26日 

関東財務局長に提出。 

(5) 訂正報告書       
平成19年９月10日 

関東財務局長に提出。 

  平成19年６月29日に提出した第91期有価証券報告書の訂正報告書である。 

(6) 訂正発行登録書       
平成19年９月10日 

関東財務局長に提出。 

(7) 臨時報告書       
平成19年11月16日 

関東財務局長に提出。 

  
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態 

及び経営成績に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書である。 

(8) 訂正発行登録書       
平成19年11月16日 

関東財務局長に提出。 

(9) 臨時報告書       
平成19年11月30日 

関東財務局長に提出。 

  
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動） 

に基づく臨時報告書である。 

(10) 訂正発行登録書       
平成19年11月30日 

関東財務局長に提出。 

    



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

東洋ゴム工業株式会社 

  取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋ゴム工業株

式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸

表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して

行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、東洋ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上
  

平成18年12月15日 

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  新  田  東  平  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  森  下  利  一  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞ 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

東洋ゴム工業株式会社 

  取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋

ゴム工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸

表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して

行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、東洋ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平

成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

（セグメント情報）の事業の種類別セグメント情報（注）６に記載されているとおり、会社は事業区分を変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

平成19年12月14日 

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  新  田  東  平  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  川  井  一  男  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞ 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

  

東洋ゴム工業株式会社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋ゴ

ム工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第91期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東洋ゴム工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上
  

  

平成18年12月15日 

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  新  田  東  平  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  森  下  利  一  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞ 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

  

東洋ゴム工業株式会社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東洋ゴム工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第92期事業年度の中間会計期間(平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、東洋ゴム工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上
  

  

平成19年12月14日 

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  新  田  東  平  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  川  井  一  男  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  宮  本  敬  久  ㊞ 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 
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